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１ 新規大学等卒業予定者の取扱いについて

　大学等［大学院・大学・短大・高専・専修学校・能力開発施設（高卒２年訓練）］卒業予定者の
取扱いは以下のとおりです。
　求人・求職の秩序の維持、内定取消の防止など、雇用の安定にご協力をお願いします。
　なお、新規大学等卒業予定者に対する求人は、新規高卒・中卒者対象求人とは異なり、職業安
定機関への求人申込書の提出は義務付けられておりませんが、当機関で受理された求人は、イン
ターネット等により、全国の学生等に対して求人情報の提供を行っておりますので、求人申込さ
れることをお勧めいたします。

１　求人申込の手続き
⑴　事業所を管轄するハローワークで、２月１日から求人受付を開始いたします。

なお、ハローワーク仙台管轄（仙台市、名取市、岩沼市、亘理郡）の事業所においては、   
ハローワーク仙台では受付しておりませんので、仙台新卒応援ハローワークにお申込みく
ださい。

⑵　求人は、２ページ「２　新規大学等対象求人手続きの流れ」を参照に、お申込みください。
また、企業案内、会社経歴書、写真のデータ等ございましたら、求人案内資料として活用
させていただきますので、併せてご提出願います。

⑶　求人内容の変更、募集終了の場合は、電話等で連絡をお願いします。

２　選考開始期日等（予定）
　大学等申合せ、及び、採用選考に関する政府要請事項は次のとおりとなっております。

職業安定機関 大学側（申合せ） 企業側（政府要請）

求 人 受 理 ２月１日 自主的判断 ―

広 報 活 動 開 始 ― ― ３月１日

求 人 公 開 ４月１日 自主的判断 ―

学 校 推 薦 ― ６月１日 ―

採用選考活動開始 ― ― ６月１日

就 職 面 接 会 ６月１日 ― ―

採 用 内 定 10月１日 10月１日 10月１日

※大学等から学生の紹介・推薦を受けた場合は、その結果を大学等および本人に必ず通知して  
ください。

※宮城県能力開発施設（高卒２年訓練）は、求人受理開始期日は自主的判断、推薦開始期日は  
６月１日以降です。（令和５年度）
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２ 新規大学等対象求人手続きの流れ

　事業所を管轄するハローワークで、２月１日から求人受付を開始いたします。お申し込みにつ
いては、下記のいずれかの方法にてお申し込みください。
　なお、求人内容の変更は電話等にて連絡をお願いいたします。

求人情報の公開（４月１日以降）

面接・選考（６月１日以降）

採用内定（10月１日以降）

（A）求人者マイページ
から仮登録

（B）前回の求人票を転用 （C）求人申込書（大卒等）
に記入

＜手順＞
　求人者マイページの開設

※既に開設済みの場合は下記の
＜受付＞にお進みください。

＜手順＞
　前回の求人票の写しに、今回
変更となる事項を朱書き訂正

＜手順＞
　求人申込書（大卒等）に記入

※２件以上申込む場合はコピー 
してご使用下さい。

＜受付＞
　求人者マイページから求人の
仮登録

＜受付＞
　朱書き訂正したものをハロー
ワークへ提出し申込み

＜受付＞
　記入した求人申込書（大卒等）
をハローワークへ提出し申込み

・（A）求人者マイページから仮登録する場合
　求人者マイページを開設するにはメールアドレスの登録が必要ですので、ハローワークの窓口にてお申
し出ください。求人者マイページを開設済みの場合は、４ページの「マイページによる申込方法」をご参
照ください。
　また、求人者マイページを開設するには事業所登録が必要です。詳細は管轄のハローワークへお問い合
わせください。
・（A）の処理、（B）及び（C）の受付について
　ハローワーク仙台管轄（仙台市、名取市、岩沼市、亘理郡）の事業所は、求人に関する問い合わせ、求
人内容の変更、募集終了等についての連絡を含め、仙台新卒応援ハローワークで対応いたします。
・採用内定（決定）や募集終了について
　採用内定（決定）や募集終了となりましたら、求人をお申し込みいただいた各ハローワークにご連絡を
お願いします。

　求人票は、ハローワークインターネットサービス
により情報公開されます。
　また、「求人一覧表」等を作成し、各学校・学生に
提供します。

　正式内定日は大学側申合せ、採用選考に関する政
府要請事項に基づき10月１日以降にお願いします。
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３ 求人情報提供の流れ

　　新規大学等卒業予定者に対する求人情報提供には、様々なルートがあります。

※求人者の希望によりハローワーク以外（地方自治体、民間人材ビジネス）への情報公開もできます。
　希望の有無確認の為、同意書の提出をお願いします。

　受理した求人は各ハローワークから、上記の流れ図のように、各学校・学生に求人情報を提供し
ますが、事業所からも個別に学校就職担当部署あてに求人票を提出されることをお勧めいたします。
　なお、宮城県内の学校一覧は、81 ～ 82ページに掲載しております。

求人事業主 

学　生

学
校
就
職
課

民
間
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
情
報
サ
イ
ト
・
面
接
会
等
イ
ベ
ン
ト
・
就
職
情
報
誌
・
新
聞

ハローワーク・仙台新卒応援ハローワーク

ハローワークシステム

「求人票」データ
求人情報一覧表

作成

全国の各ハローワーク
から検索可能

インターネット上から検索
可能
ハローワークインターネットサービス  
（https://www.hellowork.mhlw.go.jp）
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各学校就職担当課に
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４ 求人申込について

マイページによる申込方法

　マイページを登録している方は、こちらをご参照に是非ご利用ください。

　新規に求人登録する場合、以下のステップで登録します。

（1）求人区分等の登録
（2）事業所情報の確認
（3）仕事内容の登録
（4）賃金・手当の登録
（5）労働時間の登録
（6）保険・年金・定年等の登録
（7）選考方法の登録
（8）青少年雇用情報の登録

（1）求人区分等の登録
　求人区分（大卒等）や、求人情報の公開範囲（事業所名の公開）などを登録します。

■操作手順
①「求人者マイページホーム」画面を表示させます。 新規求人情報を登録 ボタンをクリック

します。
②「新規求人登録」画面が表示されます。 新規求人情報を登録 ボタンをクリックします。
③「求人仮登録」画面が表示されます。 求人情報を入力 ボタンをクリックします。
④「求人区分等登録」画面が表示されます。必須入力項目と任意の情報を入力し、 次へ進む 

ボタンをクリックします。
⑤「事業所情報確認」画面が表示されます。
　引き続き、『（2）事業所情報の確認』に進みます。

○もし操作方法がわからない場合は……
ハローワークインターネットサービス及びマイページの機能や操作方法はヘルプデスクへ
お問い合わせ願います。

【電話によるお問合せ】
電話番号：０５７０－０７７４５０
受付時間：月～金曜日　9：30 ～ 18：00（年末年始、祝日を除く）

【メールによるお問合せ】
Ｅメール：helpdesk@hd.hellowork.mhlw.go.jp
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■操作手順（詳細）
①「求人者マイページホーム」画面を表示させます。 新規求人情報を登録 ボタンをクリック

します。

②「新規求人登録」画面が表示されます。 新規求人情報を登録 ボタンをクリックします。
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③「求人仮登録」画面が表示されます。 求人情報を入力 ボタンをクリックします。
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④「求人区分等登録」画面が表示されます。必須入力項目と任意の情報を入力し、 次へ進む 
ボタンをクリックします。

「求人区分等登録」の入力項目Point
「求人区分等登録」の入力項目は以下のとおりです。 

・求人区分（求人区分１詳細） 
・求人情報・事業所名の公開範囲
・求人情報提供の希望
　（地方自治体・地方版ハローワーク／民間人材ビジネスへの提供）
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⑤「事業所情報確認」画面が表示されます。
　引き続き、『（2）事業所情報の確認』に進みます。

（2）事業所情報の確認
　登録されている事業所情報の内容を確認します。

■操作手順
①	「事業所情報確認」画面で事業所情報の内容を確認し、  次へ進む ボタンをクリックします。
②	「仕事内容登録」画面が表示されます。

■操作手順（詳細）
① 「事業所情報確認」画面で事業所情報の内容を確認し、  次へ進む ボタンをクリックします。
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②「仕事内容登録」画面が表示されます。
　引き続き、『（3）仕事内容の登録』に進みます。

（3）仕事内容の登録
　職種や仕事の内容、雇用形態、就業場所、必要な経験・資格などを登録します。
　必須入力項目以外も可能な範囲で入力してください。

■操作手順
①「仕事内容登録」画面で、必須入力項目と任意の情報を入力し、  次へ進む ボタンをクリック

します。
②「賃金・手当登録」画面が表示されます。
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■操作手順（詳細）
①「仕事内容登録」画面で、必須入力項目と任意の情報を入力し、 次へ進む ボタンをクリック

します。

「仕事内容登録」の入力項目 Point
「仕事内容登録」の入力項目は以下のとおりです。 

・職種	 ・就業場所
・仕事の内容	 ・マイカー通勤
・派遣・請負等	 ・転勤の可能性
・雇用形態	 ・履修科目
・雇用期間	 ・必要な免許・資格
・試用期間	 ・既卒者・中退者の応募可否
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②「賃金・手当登録」画面が表示されます。
　引き続き、『（4）賃金・手当の登録』に進みます。

（4）賃金・手当の登録
　賃金形態、基本給、各種手当、昇給、賞与などを登録します。
　必須入力項目以外も可能な範囲で入力してください。

■操作手順
①「賃金・手当登録」画面で、必須入力項目と任意の情報を入力し、  次へ進む ボタンをクリック

します。
②「労働時間登録」画面が表示されます。
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■操作手順（詳細）
①「賃金・手当登録」画面で、必須入力項目と任意の情報を入力し、 次へ進む ボタンをクリック

します。
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「賃金・手当登録」の入力項目 Point
「賃金・手当登録」の入力項目は以下のとおりです。

以下の項目は大学院／大学／短大／高専／専修学校／能開校ごとに入力してください。
・賃金形態等	 ・固定残業代（c）
・基本給（a）	 ・a + b
・定期的に支払われる手当（b）	 　（固定残業代がある場合は a + b + c）

以下の項目は共通の入力項目です。
・固定残業代に関する特記事項	 ・賃金支払日
・通勤手当	 ・昇給
・賃金締切日	 ・賞与

②「労働時間登録」画面が表示されます。
　引き続き、『（5）労働時間の登録』に進みます。

（5）労働時間の登録
　就業時間や時間外労働、休憩時間、休日などを登録します。
　必須入力項目以外も可能な範囲で入力してください。

■操作手順
①「労働時間登録」画面で、必須入力項目と任意の情報を入力し、  次へ進む ボタンをクリック

します。
②「保険・年金・定年等登録」画面が表示されます。
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■操作手順（詳細）
①「労働時間登録」画面で、必須入力項目と任意の情報を入力し、 次へ進む ボタンをクリック

します。

②「保険・年金・定年等登録」画面が表示されます。
　引き続き、『（6）保険・年金・定年等の登録』に進みます。

「労働時間登録」の入力項目 Point
「労働時間登録」の入力項目は以下のとおりです。

・就業時間	 ・休日等
・時間外労働	 ・年次有給休暇
・休憩時間	 ・年間休日数
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（6）保険・年金・定年等の登録
　募集する雇用形態に適用される保険や退職金、定年制度、就業規則の有無などを登録します。
　必須入力項目以外も可能な範囲で入力してください。

■操作手順
①「保険・年金・定年等登録」画面で、必須入力項目と任意の情報を入力し、 次へ進む ボタン

をクリックします。
②「選考方法登録」画面が表示されます。

■操作手順（詳細）
①「保険・年金・定年等登録」画面で、必須入力項目と任意の情報を入力し、 次へ進む ボタン

をクリックします。
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「保険・年金・定年等登録」の入力項目 Point
「保険・年金・定年等登録」の入力項目は以下のとおりです。 

・加入保険等	 ・再雇用制度
・企業年金	 ・勤務延長
・退職金共済	 ・入居可能住宅
・退職金制度	 ・就業規則
・定年制	

②「選考方法登録」画面が表示されます。
　引き続き、『（7）選考方法の登録』に進みます。

（7）選考方法の登録
　募集する求人の採用人数、選考方法、採用者への通知方法などを登録します。

■操作手順
①「選考方法登録」画面で、必須入力項目と任意の情報を入力し、 次へ進む ボタンをクリック

します。
②「青少年雇用情報登録」画面が表示されます。
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■操作手順（詳細）
①「選考方法登録」画面で、必須入力項目と任意の情報を入力し、 次へ進む ボタンをクリック

します。
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「選考方法登録」の入力項目 Point
「選考方法登録」の入力項目は以下のとおりです。  

・求人数	 ・応募書類等
・受付期間	 ・応募書類の返戻
・既卒者等の入社日	 ・担当者
・説明会	 ・外国人雇用実績
・選考方法	 ・補足事項
・選考日	 ・求人条件にかかる特記事項
・選考場所	 ・ハローワークへの連絡事項

③「青少年雇用情報登録」画面が表示されます。
　引き続き、『（8）青少年雇用情報の登録』に進みます。

（8）青少年雇用情報の登録
　新卒者採用者数や、平均勤続年数、研修の有無など以下の内容を登録し、仮登録を完了させます。
　また、仮求人票（PDFで表示）を確認することもできます。

■操作手順
①「青少年雇用情報登録」画面で、必須入力項目と任意の情報を入力し、完了 ボタンをクリック

します。
②「求人仮登録完了」画面が表示されます。

求人受理（求人本登録）の手続きを行うには、画面の内容に従って事業所所在地を管轄する
ハローワークにお越しください。
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■操作手順（詳細）
①「青少年雇用情報登録」画面で、必須入力項目と任意の情報を入力し、 完了 ボタンをクリック

します。

「青少年雇用情報登録」の入力項目 Point
「青少年雇用情報登録」の入力項目は以下のとおりです。 
企業の職場情報	 区分毎の職場情報 
・募集・採用に関する情報	 ・区分毎の情報
・職業能力の開発及び向上に関する取組の	 ・募集・採用に関する情報
　実施状況	 ・職場への定着の促進に関する
・職場への定着の促進に関する取組の実施状況	 　取組の実施状況
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仮の求人票を表示させたいときは… Point
 仮求人票を表示 ボタンをクリックすると、別ウィンドウにPDF版の仮求人票が表示
されます。 

② 「求人仮登録完了」画面が表示されます。

＜ハローワークへ来所が必要な場合＞
以下の画面が表示されます。求人受理（求人本登録）の手続きを行うには、画面の内容に従っ
て事業所所在地を管轄するハローワークにお越しください。

＜ハローワークへ来所が不要な場合＞
以下の画面が表示されます。ハローワークで確認・受理されるまでお待ちください。
内容に不明点がある場合など、ハローワークにお越しいただく場合があります。 
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月平均所定外労働時間と有給休暇の平均取得日数の算出方法

「オンライン自主応募」とは

求職者からの直接応募を受け付ける
ハローワークインターネットサービス「オンライン自主応募」のご案内

1　オンライン自主応募の注意点

２　オンライン自主応募の受付の設定方法

　「オンライン自主応募」は、ハローワークインターネットサービスに掲載した求人に対して、求職者がハロー
ワークを介さずにマイページを通じて直接応募することをいいます。

　新規大学等卒業・修了予定者については、卒業・修了年度の６月１日以降に採用選考活動を開始するよう要請しています。オンライン
自主応募を受け付ける場合も、この要請を遵守してください。
　「オンライン自主応募」とは、求職者マイページを開設する求職者が、求職者マイページから求人者マイページを通じて直接応募する方
法をいいます。
　「オンライン自主応募」は求職者の自主的な求職活動であり、ハローワークの職業紹介を介しない応募方法となります。

　求職者からのオンライン自主応募は、職業紹介に当たらないため、ハローワーク等の職業紹介を要件とする特定求
職者雇用開発助成金等は対象とはなりません。
　オンライン自主応募に伴って生じるトラブル等については当事者同士で対応することになります。

！

！
！

！

！

★「オンライン自主応募」の受付は、「求人区分等登録」ページの「求人情報・事業所名の公開範囲」にて設定できます。

【公開希望欄】
①以下どちらかを選んだ場合のみ、オンライン自主応募の受
付が可能になります。

「１．事業所名等を含む求人情報を公開する」
「２．ハローワークの求職者に限定し、事業所名等を含む求人
情報を公開する」

※　｢オンライン自主応募の受付｣ は、求人者が「可」とした求人に限られ、求人ごとに設定が可能です。
※　オンライン自主応募を受け付ける場合は、求人者マイページから変更可能です。
※　労働者派遣事業所や請負事業所からの求人で、就業先事業所を明示できない求人については、オンライン自主応募を受け

付けることができません。
※　詳しくは、 https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/000820477.pdf をご覧ください。

【オンライン自主応募の受付欄】
②「オンライン自主応募を受け付ける」を選択

③「オンライン自主応募に関する注意文」を確認し、以下に
チェックをします。

「注意文を確認し、内容に同意します。」

前事業年度の有給休暇の平均取得日数の算出方法
労働者ごとの年次有給休暇の取得日数を合計した値を、労働者数で除して算出します。（管理的地位にある者、有給休暇が付与され
ていない者については、算出対象から除いて差し支えありません。）

前事業年度の有給休暇の平均取得日数 ＝
前事業年度の労働者ごとの年次有給休暇の取得日数の合計

前事業年度の労働者数

情報の範囲
求人区分に応じて、企業全体の正社員又は正社員以外※の情報を提供してください。
※　正社員以外の情報は、  期間雇用者やパート、短時間労働者等、いわゆる正社員以外の直接雇用の労働者全てに関する情報としてください。

前事業年度の月平均所定外労働時間の算出方法
前事業年度の労働者毎の一月あたりの所定外労働時間の平均値を合計した値を、労働者数で除して算出します。（管理的地位にある
者については、算出対象から除いて差し支えありません。）

前事業年度の月平均所定外労働時間 ＝
労働者ごとの一月あたりの所定外労働時間の平均値の合計

前事業年度の労働者数

前事業年度の月平均所定外労働時間 ＝

※月平均所定外労働時間は以下の計算方法で算出しても差し支えありません。

前事業年度の所定外労働時間の合計
各月１日に在籍している労働者の延べ人数
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あらかじめ事業所の住所を管轄するハローワークにおいて事業所登録が必要です。

❶求人区分

❷仕事内容

❸賃金・手当

（１／４）

求人申込書記入例
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大卒等の場合、初めての就職活動ということもあり誤解を生じやすいため、正確かつわかりやすく記載していただきますよう、お願いします。
ハローワークの窓口では、わかりやすい記載方法のアドバイスを行っています。お気軽にご相談ください。

「区分」・応募可能な学校種別に○を記入してください。
「オンライン提供を不可とする機関」
・民間職業紹介事業者や地方自治体（地方版ハローワーク）への求人情報の提供について、オンライン提供を不可とする機関がある

場合はチェック☑をしてください。
「オンライン自主応募受付の可否」
・求職者がマイページを通じて行う直接応募（オンライン自主応募）の受付可否を選択してください。（詳細は21ページ参照）
　また、選考方法の「補足事項」欄に応募書類の受付方法を必ず記載してください。

「公開希望」
・ハローワークインターネットサービスでの求人情報や事業所名の公開について、該当するものに○を記入してください。
　なお、ハローワークインターネットサービスは、民間の人材ビジネス企業のサイトなどに求人情報の転載を認めているため、公開

すると事業所に対して各種の問い合わせがくる場合があります。あらかじめご了承ください。

❶求人区分

「賃金形態等」
・該当する数字に○を記入してください。（・月給…月額を決めて支給・日給…日額を決めて、勤務日数に応じて支給・時給…時間額

を決めて勤務時間数に応じて支給・年俸制…年額を決めて、各月に配分して支給・その他…具体的に明示してください。）
・月給制において欠勤した場合に賃金控除がある場合は、「補足事項」欄に具体的に記入してください。

「基本給」
・「基本給」欄には、初任給の確定額を記入してください（固定残業代や各種手当は含めないでください）。ただし、求人申込み時点で

確定額の記入が困難な場合は、当該年の新卒採用者の現行賃金とし、その旨を「求人条件にかかる特記事項」に記入してください。
・基本給は、月給制の場合にはその額を、月給制以外の場合には１日の所定労働時間、月平均労働日数等から算出した月額を記入し、
「求人条件にかかる特記事項」に計算方法を記入してください。

「定額的に支払われる手当」
・「定額的に支払われる手当」とは、毎賃金支払時に全員に決まって支給される賃金をいいます。
　定額的に支払われる手当の他、家族手当、皆勤手当等、個人の状態・実績に応じて支払われる手当等がある場合は、「求人条件に

かかる特記事項」にその内容を記入してください。

❸賃金・手当　＊求人区分で選択した学歴毎に記入して下さい＊

「職種」・採用後当面従事する具体的な仕事の職種名を記入してください。
「仕事の内容」・採用後初めて従事する仕事、将来見込まれる仕事の内容を詳しく記入してください。（300文字以内）
「就業形態・雇用形態」
・該当する数字に○を記入してください。
・雇用形態の「２．正社員以外」を選んだ場合は、「正社員以外の名称」に準社員、期間社員などの具体的な名称を記入してください。
・無期雇用派遣労働者については誤解を招かないよう「１.正社員」ではなく、「４.無期雇用派遣労働者」としてください。
・派遣又は請負の場合は、「派遣契約書」「請負契約書」等をご提示ください。

「雇用期間」・定めありの場合は期間を明示してください。
「契約更新の可能性の有無」
・「雇用期間」欄で「あり」と回答した場合に記入してください。
・契約更新の可能性「あり」の場合には、「原則更新」か「条件付きで更新あり」のいずれかを選択し、更新の際の条件などについて「補

足事項」欄に詳しく記入してください。
「試用期間」
・試用期間がある場合は、その期間中の労働条件について該当するものに○をし、「補足事項」欄に試用期間を記入するとともに、

試用期間中の条件に変更がある場合はその内容も記入してください。
「就業場所」
・本社で採用事務を一括処理する等により、求人申込み時にその就業場所が特定できない場合は、就業可能性のある工場・支店等

を記入し、「補足事項」欄に就業場所決定の方法・時期等を記入してください。
　（求人検索の際のキーワードになる就業場所は3ヶ所まで登録可能です。）

「受動喫煙対策」
・受動喫煙対策の有無を選択してください。なお、「その他」を選択した場合は、「受動喫煙対策に関する特記事項」に記入してくだ

さい。
・「受動喫煙対策」で「喫煙室設置」を選択した場合は、「喫煙のみを行う室がある」、「喫煙できる室（飲食サービス提供あり）がある」、
「加熱式たばこのみの喫煙ができる室がある」等を「受動喫煙対策に関する特記事項」に記入してください。

「マイカー通勤」・「可」の場合は駐車場の有無や有料か無料等の情報を「特記事項」欄に記入してください。
「転勤の可能性」・転勤の可能性がある場合は、「あり」を選択するとともに、「補足事項」欄に可能性のある地域を記入してください。
「既卒者・中退者の応募可否」
・既卒者、中退者の応募可否を選択し、既卒応募可の場合、応募可能年数を記入してください。
　※「青少年の雇用機会の確保及び職場への定着に関して事業主、特定地方公共団体、職業紹介事業者等その他の関係者が適切に

対処するための指針」（51及び65ページ参照）の趣旨を踏まえ、新卒採用求人については、少なくとも卒業後3年間は応募で
きるようご配慮をお願いします。

❷仕事内容
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（２／４）

❹労働時間

❸賃金・手当
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「固定残業代」
・名称のいかんにかかわらず、一定時間分の時間外労働に対する割増賃金を定額で支払う場合は、「あり」を選択し、額を記入しま

す。その上で、「固定残業代に関する特記事項」欄に「時間外手当は、時間外労働の有無にかかわらず、固定残業代として支給し、
●時間を超える時間外労働は追加で支給」と記入してください。

「通勤手当」
・該当する数字に○を記入してください。１又は3に○を記入した場合、「月額・日額」いずれかに○をし、金額を記入してください。

「昇給」
・新規学卒者で最初の１年間に昇給（採用された年度の翌年度の４月１日までの昇給を含む）する制度がある場合は「あり」を選択

してください。
・制度ありの場合、新規学卒者に支給した前年度実績がある場合は、ベースアップ込みの月あたりの額又は月額に対する割合（％）

を記入してください。
　また、昇給が毎年4月1日に行われる場合、次年度にあたる翌年4月1日の昇給を含めて記入のうえ、誤解を招くことがないよ

う、「求人条件にかかる特記事項」にその旨記入してください。

「賞与」
・賞与を支給する制度の有無を選択します。
・新規学卒者の賞与制度の有無については、新規学卒者に対して初年度（採用された年度の３月31日まで）に賞与を支給する制度

がある場合、「あり」を選択し、新規学卒者に支給した前年度実績がある場合は、 支給回数及び年間の支給合計月数又は支給合計
額（新規学卒者の平均）を記入してください。

・一般労働者の賞与制度の有無については、新規学卒者に限らず一般労働者に賞与を支給する制度がある場合、「あり」を選択し、
支給した前年度実績がある場合は、支給回数及び年間の支給合計月数又は支給合計額（一般労働者の平均）を記入してください。

❸賃金・手当

「就業時間」
※法定労働時間にご注意ください。必要に応じて就業規則や各種届出の内容を確認させていただく場合があります。
・「就業時間」 １に、当該求人により採用された場合の始業及び終業時刻について、24時間表記で記入してください。
　特定曜日のみ通常と異なる就業時間帯がある場合、「就業時間」 ２及び３に記入し、「補足事項」欄に特定曜日を記入してください。
・「交替制(シフト制）について
　交替制により就業時間が異なる場合、「就業時間」1 ～３に、それぞれの就業時間帯を記入してください。
・「フレックスタイム制」について
　「就業時間１」に標準となる一日の就業時間を記入し、「補足事項」欄にフレキシブルタイム・コアタイムの就業時間帯を記入して

ください。
・「裁量労働制」について
　「補足事項」欄に、例えば、「裁量労働制（○○業務型）により、出退社の時刻は自由であり、○時間勤務したものとみなす」等記

入してください。
　また、「就業時間１」に具体的な就業時間について記入する必要はありませんが、 「就業時間１」に記入する場合は、実態・目安で

あることを「補足事項」欄に明示してください。
・「変形労働時間制」について
　特に指定がなければ「就業時間１」に具体的な就業時間を記入する必要はありませんが、「補足事項」欄に、例えば「変形労働制に

より始業は●時～●時、終業は●時～●時とし、シフト制で決定する」（一ヶ月単位の場合）など、具体的に記入してください。

「時間外労働」
・「１．あり」を選択した場合は、通常の場合の月平均時間外労働時間数を記入してください。
・時間外労働を行わせる場合には、過半数労働組合等との労働基準法第36条に基づく時間外及び休日労働に関する労使協定（36

協定）の締結、労働基準監督署への届出が必要です。
・事業場外労働のみなし労働時間制の場合であって、所定労働時間を超えるみなし時間も設定している場合、その時間数を記入し

てください。

「36協定」
・36協定における特別条項がある場合は「特別な事情・期間等」に、例えば、「○○のとき（特別な事情）は、１日○時間まで、○

回を限度として１ヶ月○○時間まで、一年○○時間できる」と具体的に記入してください。

「休日等」
・毎週休日とされるものにチェック☑し、「週休二日制」欄には、下記の該当する数字に○を記入してください。
　１．毎　週・・・完全週休二日制を実施している場合
　２．その他・・・それ以外の形態で週休二日制を実施している場合
　３．な　し・・・週休二日制を実施していない場合
　年末年始休暇や夏季休暇など特別休暇がある場合は、「その他の記載事項」欄に記入してください。

❹労働時間
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（３／４）

❺保険・年金
定年等

❻選考方法
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「入居可能住宅」
・求人事業所が従業員のために用意している住宅があり、入居可能な場合、該当する項目を選択し、利用条件や現在利用不可だが

空きがあれば利用可能な住宅がある場合等は、 「求人条件にかかる特記事項」にその旨記入してください。

❺保険・年金・定年等

「求人数」
・雇入れることを予定している採用人数を記入してください。また、求人者が用意した住宅に入居することを条件とするときは住

込にチェック☑してください。

「受付期間」
・採用選考活動の開始時期以降の月日（６月１日以降）を記入してください。

「既卒者等の入社日」
・応募可の場合、該当するものに○をし、１または５を選択した場合は、入社日の詳細を記入してください。

「説明会」
・開催の有無について選択し、「あり」の場合は、開催日時及び場所を記入してください。なお、ハローワークにおける求人公開日（４

月１日）以降の日程を記入してください。
・学生に応募先選定・確認の機会を与えるため、できる限り説明会の開催をお願いします。開催する際は、学業に支障がないよう、

開催日時などに配慮願います。

「選考方法」
・該当するものにチェック☑してください。その他にチェックをした場合は、詳細を「補足事項」欄に記入してください。
　また、受付方法についても、郵送、電話、FAX、Eメール、求職者マイページからの登録の可否を「補足事項」欄に記入してくだ

さい。
・面接や選考試験を複数回実施する場合は、選考の流れを「補足事項」欄に記入してください。

「選考日」
・採用選考開始日以降の月日（６月１日以降）を記入してください。

「選考場所」
・該当するものにチェック☑してください。選考場所を記入した場合、郵便番号、住所、最寄駅から選考場所までの交通手段、所

要時間を記入してください。

「応募書類の返却」
・応募書類は重要な個人情報ですので、応募者に返却してください。「求人者の責任で廃棄」を選択する場合にも、焼却・裁断・溶

解処理等により個人情報を読みとることができない形での廃棄を徹底してください。

❻選考方法
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❻選考方法

❼青少年雇用
情報

（４／４）
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「補足事項」「求人条件にかかる特記事項」　（「補足事項」「求人条件にかかる特記事項」いずれも300文字以内）
・受付方法、試用期間の月数、転勤範囲、既卒者の応募書類、賃金形態が日給・時給・年俸制の場合の月額換算計算式、就業場所

が複数ある場合の就業場所など、各欄に書ききれなかった内容や応募上の注意事項などを記入してください。
　＜留学生を積極的に採用する場合記入して下さい＞
　　・留学生に必要とする言語：英語・中国語・韓国語・ポルトガル語・スペイン語・その他（　　　）
　　・日本語レベル：企画書作成レベル・日常会話レベル・日本語レベル不問　等
　＜障害者を採用する場合記入して下さい＞　※就業場所における現在の施設等の状況
　　・電話応対（あり・なし・電話応対が困難な方はなし）　　　
　　・出入り口段差（なし・あり●●㎝）、階段手すり（両側・片側・なし）
　　・トイレ（車椅子用・洋・和）
　　・エレベーター（あり・なし）
　　・建物内車椅子移動：スペースあり・なし
　　・フレックスタイム（なし・あり：コアタイム●●時●●分～●●時●●分）

❻選考方法

青少年雇用情報は、可能な限り全ての項目を記入していただくようお願いします。
・【情報の範囲 】求人区分に応じて、企業全体の正社員又は正社員以外※の情報を提供してください。
　　※正社員以外の情報は、 期間雇用者や派遣等、いわゆる正社員以外の直接雇用の労働者全てに関する情報としてください。
・全ての項目を記入することが難しい場合でも、情報提供の義務（「企業全体の募集・採用に関する情報」「企業全体の職業能力の

開発及び向上に関する取組の実施状況」「企業全体の職場への定着の促進に関する取組の実施状況」の欄において、それぞれで１
項目以上の情報提供）にとどまらない積極的な情報提供をお願いします。

・数値を算出して記入する項目については、小数点第２位を切り捨て、小数点第１位まで記入してください。
・「企業全体の職場能力の開発及び向上に関する取組の実施状況」については、制度として就業規則や労働協約に規定されていなく

ても、継続的に実施しており、かつそのことが従業員に周知されていれば「あり」と記入してください。
・求人申込みの時点で未記入となっている項目がある場合に、求職者から照会があった際は、改めてハローワークから問い合わせ

させていただく場合があります。

「新卒者等の採用者数／離職者数」
・新卒者のほか、新卒者と同じ採用枠で採用した既卒者など、新卒者と同等の処遇を行うものを含みます。直近で終了している事

業年度を含む３年度間についての状況を記入してください。離職者数は、各年度の採用者数のうち、記入日現在における離職者
数を記入してください。

「平均勤続勤務年数」
・労働者ごとの雇い入れられてから記入日の時点までに勤続した年数を合計した値を、労働者数で割って算出します。

「従業員の平均年齢」（参考値）
・若者雇用促進法に基づく青少年雇用情報の項目ではありませんが、参考値として、記入日時点での平均年齢も可能な限り記入してくださ

い。平均勤続勤務年数及び平均年齢は、事業年度末時点、事業年度当初等、求人申込書記入日直近の数値としても差し支えありません。
「研修の有無及びその内容」（63文字以内）
・具体的な対象者、内容を示してください。全ての研修の内容を書き切れない場合は、主な研修の内容のみ記入してください。

「自己啓発支援の有無及びその内容」
・教育訓練休暇制度、教育訓練短時間勤務制度がある場合は、その情報を含めて記入してください。他には、配置等についての配

慮、始終業時刻の変更、資格取得の費用補助等もこの欄に記入してください。
「メンター制度の有無」
・メンター制度とは、新たに雇い入れた新規学卒者等からの職業能力の開発及び向上その他の職業生活に関する相談に応じ、並び

に必要な助言その他の援助を行う者を当該新規学卒者等に割り当てる制度のことです。
「キャリア・コンサルティング（※1）制度の有無及びその内容」
・セルフ・キャリアドック（※2）を実施している場合は、その情報を含めて記入してください。キャリアコンサルティングを実施

する者が企業に雇用されているかどうか、また資格の有無は問いませんが、企業内の仕組みとしてキャリアコンサルティングが
実施されていることが必要です。

　　※１　キャリアコンサルティング
　　　　　労働者の職業の選択、職業生活設計または職業能力の開発や向上に関する相談に応じ、助言や指導を行う。
　　※２　セルフ・キャリアドック

労働者が自らのキャリアや身に付けるべき知識・能力等を確認することを通じて主体的なキャリア形成を行うことを支援
するため、年齢、就業年数、役職等の節目において定期的にキャリアコンサルティングを受ける機会を設定する仕組み。

「前事業年度の月平均所定外労働時間・有給休暇の平均取得日数」
・算出方法は21ページを参照してください。

「前事業年度の育児休業取得者数／出産者数」
・育児休業取得者数及び出産者数について、いずれも記載してください。男性については、配偶者の出産者数を記載してください。

「役員及び管理的地位にある者に占める女性の割合」
・求人区分に関わらず、企業全体に雇用される全ての労働者に関する情報としてください。
　＊「管理的地位にある者」とは、原則としていわゆる課長級以上が該当します。

「区分毎の情報」（本求人に対する追加の情報提供）
・企業全体の情報のほか、求人申込みを行っている採用区分（例：総合職／一般職）、学歴別（大卒／高卒）や事業所別、職種別な

どの情報についても、追加情報として極力記入してください。
　＊ 追加の情報については、 貴社の任意の区分の情報で構いません。

【 記載する情報についての留意事項 】
・「企業（⇔区分毎）」の情報については、求人事業所を含めた企業全体の情報を記載してください。
・グループ会社等別法人の情報は含めません。
・海外支店等に勤務している労働者については除外した情報としてください。
・原則として、求人申込書の記入日時点の最新の状況について記載してください。

❼青少年雇用情報
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作　成　例
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令和４年３月28日
就 職 問 題 懇 談 会

令和５年度大学、短期大学及び高等専門学校卒業・修了予定者に係る就職について
（申合せ）

　大学、短期大学及び高等専門学校（以下「大学等」という。）は、経済・社会構造が大きく変化して
いる状況の中で、学生に高い学力と豊かな人間性を身につけさせた上で、社会に送り出す社会的使命
を負っている。その責務を果たすためには、正常な学校教育と学生の学修環境を確保することが不可
欠である。
　その理念の下、国公私立の大学等で構成する就職問題懇談会は、令和５年度卒業・修了予定者の就
職・採用活動が多様化している中で、学生の均等な就職機会を確保するため、各大学等が取り組む事
項について下記のとおり申し合わせる。
　この申合せを行うに当たり、各大学等においては、全教職員が協力し、全学的にこれを実行するよ
う努める。
　なお、就職活動の秩序維持に関して、各大学等が取り組むだけでなく、就職問題懇談会としても企
業等に対し協力要請を行う。

記

１．各大学等は、就職・採用選考活動に関する本申合せの大きな目的が、学生の学修時間の確保や留
学などの多様な経験を得る機会の確保など、学生の学修環境の整備であることを再度認識する。そ
の上で、各大学等は、学事暦に十分に配慮し、以下の就職・採用選考活動の日程を遵守するととも
に、企業等に対して、その遵守を要請する。

・広報活動開始ⅰ　　：卒業・修了年度に入る直前の３月１日以降
・採用選考活動開始ⅱ：卒業・修了年度の６月１日以降
・正式な内定日　　　：卒業・修了年度の10月１日以降

　なお、海外留学や教育実習に取り組む学生も考慮して、多様性に配慮した広報活動及び採用選考
活動を実施することを企業等に要請する。
　また、卒業・修了後であっても新卒採用に応募を可能とすることも要請する。

２．各大学等は、就職・採用選考活動に関し、学生に対して、関連情報の周知や情報提供に努めると
ともに、個別の相談や指導等を行い、企業等に具体的な対応を要請する必要がないか確認するな
ど、きめ細かな支援を行う。

３．各大学等は、採用選考において学生の学業への取組状況を適切に評価するよう企業等に要請する
とともに、企業等で適切な評価に資する情報を、積極的に提供し、学生が自らの成果を企業等に対
して容易に説明ができるように努める。



33

具体的取組

４．各大学等は、インターンシップの本来の趣旨に鑑み、その教育的効果を高めることに努める。ま
た、「企業説明会」については、「ワンデーインターンシップ」などと称して実施することがないよ
う、特に留意すること、なお、インターンシップ等で取得した学生情報について、広報活動・採用
選考活動に使用しないことを、企業等に要請する。

５．各大学等は、学生が求人広告会社やその他就職支援サービス会社を利用するに当たっては、新卒
採用サービスの多様化に伴い、学生がその特徴を十分に理解した上で、業界・企業の十分な研究を
通じて、適切な利用方法により、進路を検討するよう学生への周知・指導すること。なお、就職・
採用選考活動の早期化を増長させないよう、学内での案内にも十分に留意すること。

１．就職・採用選考活動の円滑な実施

⑴　就職・採用選考活動日程に関する留意事項
　大学等は、就職・採用選考活動の日程及びそれに付随して実施される「企業説明会」、「学校推
薦」、「正式内定開始日」について、以下の取扱いを遵守すること。
①　「企業説明会」の取扱い

　企業等が採用を目的として、事前に採用予定数や選考日程などの採用情報を広く学生に発信
する「企業説明会」に対する会場提供や協力については、卒業・修了前年度３月１日以降とす
ること。また、「ワンデーインターンシップ」などと称して、就業体験を伴わず、実態として
特定の企業の説明にとどまるプログラムとならないように留意すること。

②　学校推薦の取扱い
　学校推薦は、卒業・修了年度の６月１日以降とすること。

③　正式内定に至るまでの対応
　学生が正式内定に至るまで、いたずらに複数の内々定を保有した状態を継続することがない
よう誠意ある対応に努めることを指導するとともに、９月30日以前の内々定は学生を拘束す
るものではない旨を周知徹底すること。

⑵　学生への周知・情報提供
①　就職・採用選考活動に関して注意すべき点の十分な周知

　各大学等は、学生が混乱することのないよう、就職・採用選考活動の時期等について、その
趣旨を含めて、学生に対して十分に周知すること。特に、採用選考活動が授業期間と重複する
スケジュールであることを踏まえ、学生個々の学業と採用選考関係の日程が重複する場合に
は、採用選考関係の日程調整に関して企業等に相談することが可能であることを周知・指導す
ること。

②　留学や教育実習等を希望する学生への周知
　各大学等は、留学や教育実習等を検討している学生には、企業等が様々な募集機会を設ける
ことについて、積極的に検討するよう依頼しているとともに、そうした機会を提供している場
合には、企業等が情報発信するよう求めていること等を周知・指導すること。
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③　就職関連情報の積極的な提供
　学生が進路選択する際の検討に資するため、各大学等は、特定の企業に偏らない様々な企業
に関する情報や、学部・分野別の就職実績等に関する情報の積極的な提供に努めること。また、
海外への留学や外国人留学生の受入れを積極的に進めている大学等は、日本人海外留学者ⅲや
外国人留学生に対し、企業での採用に関する情報をインターネットなどの多様な通信手段も活
用して積極的に提供し、就職活動において不利にならないよう配慮すること。

⑶　学修成果等に関する情報の公表等の実施
　各大学等は、学生の卒業・修了前年度までの学業への取組状況を学生が企業等に対して容易
に説明ができるよう、企業等にとって利用しやすい形（eポートフォリオなど）で提供するなど、
当該取組状況の適切な評価に資する情報を企業等に積極的に提供すること。

⑷　相談体制の充実
　就職活動中の学生には、企業等からなかなか内々定がもらえないといったことや、企業等の職
員からのハラスメントなど、あってはならないことが過去に起こっていることから、ガイダンス
などを通じてあらかじめ学生に注意喚起するとともに、これらに学生が巻き込まれた場合に適切
な対応ができるよう、既存の就職支援窓口の充実や学生支援担当者の意識啓発を進めること。

２．就職・採用選考活動の公平・公正の確保について

⑴　インターンシップに係る大学の関与と学生への周知
　インターンシップとは、「インターンシップの推進に当たっての基本的考え方ⅳ」（以下、「三
省合意」という）では「学生が在学中に自らの専攻、将来のキャリアに関連した就業体験を行う
こと」とされていることから、大学教育の一環として位置付けるとともに、各大学等が積極的に
関与すること。各大学等が実施に関わる場合は、「三省合意」及び「「インターンシップの更なる
充実に向けて　議論の取りまとめ」等を踏まえた「インターンシップの推進に当たっての基本的
考え方」に係る留意点についてⅴ」を踏まえ、適切な実施を徹底すること。
　学生に対しては、インターンシップは原則として就職・採用選考活動そのものではないという
ことを周知すること。また、「ワンデーインターンシップ」などと称して、実質的に就業体験が伴
わず業務説明の場となっているものについては、インターンシップではない旨を周知すること。
　加えて、実質的に業務説明の場となっているインターンシップと称するものへの参加を理由に
授業等を欠席することは認めないことが望ましいこと。
　なお、不適切な取組が行われていることを確認した場合には、各大学等において、今後の学生
に対する指導等の際、必要に応じて当該企業等に関する情報として共有すること。

⑵　企業がインターンシップ等で取得した学生情報の取扱い
　各大学等は、企業等がインターンシップ等で取得した学生情報について、広報活動・採用選考
活動に使用しないことを要請すること。ただし、令和５年度卒業・修了予定者を対象とし、広報
活動・採用選考活動の開始期日以降に実施されるインターンシップで、あらかじめ広報活動・採
用選考活動の趣旨を含むことが示されている場合は、この限りではない。
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３．その他の事項について

⑴　求人広告会社やその他就職支援サービス会社の利用
　各大学等は、学生が求人広告会社やその他就職支援サービス会社を利用した就職活動を行う際
には、それらが本申合せを遵守したサービスであることを確認するとともに、学生がそれぞれの
サービスの特徴を十分に理解した上で利用するように指導し、学生が学業と就職活動を両立でき
る環境の確保に努めること。なお、就職・採用選考活動の早期化を増長させないよう、学内での
案内にも十分に留意すること。

⑵　各大学等における職員採用の対応
　企業等への就職・採用選考活動のみならず、各大学等における職員採用においても、本申合せ
を踏まえた対応を行うこと。

⑶　本申合せの周知
　各大学等は、本申合せの内容について、学内の教職員はもとより、学生への周知徹底を図り、
学生に不安と混乱が生じないよう適切に対応すること。
　また、企業等に対しても、本申合せの内容の周知を図ること。各大学等による企業等への直接
的な要請は本申合せの趣旨の理解促進に極めて重要であるため、各大学は主体的に上記に取り組
み、一層の周知徹底に努めること。
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（用語解説）

ⅰ	 広報活動とは、採用を目的として、業界情報、企業情報、新卒求人情報などを学生に対して広く発信していく活動を指す。
	 開始期日の起点は、自社の採用サイトあるいは求人広告会社やその他就職支援サービス会社の運営するサイト等で学生の登録を受

け付けるプレエントリーの開始時点（令和５年度卒業・修了予定者は令和５年３月１日）とする。
	 また、会社説明会などのように、学生が自主的に参加又は不参加を決定することができるイベントは、その後の選考活動に影響し

ない旨を明示するとともに、学事日程に十分配慮すること。
	 開始期日前は、ホームページにおける文字や写真、動画などを活用した情報発信、文書や冊子等の文字情報によるPRなど、不特

定多数に向けた情報発信にとどめ、学生情報の取得や学生情報を活用した活動は行わないこと。
	 （広報活動日程を事前に公表することは差し支えない。）
	 なお、求人広告会社やその他就職支援サービス会社は、開始期日の前後を問わず大学の授業・試験期間を十分に配慮したサイト等

の運営に留意すること。
	 求人広告会社やその他就職支援サービス会社とは、従来の就職情報会社のみならず、学生の就職支援サービスに関わるすべての民

間企業・団体を指す。

ⅱ	 採用選考活動とは、一定の基準に照らして学生を選抜することを目的とした活動を指す。具体的には、選考の意思をもって学生の
順位付け又は選抜を行うもの、あるいは、当該活動に参加しないと選考のための次のステップに進めないものであり、こうした活
動のうち、時間と場所を特定して行う面接や試験などの活動を指す。

ⅲ	 令和４年度卒業・修了予定者のうち、留学期間が就職・採用選考活動の日程と重複する者など。

ⅳ	「インターンシップの推進に当たっての基本的考え方」（平成27年12月10日一部改正　文部科学省、厚生労働省、経済産業省）（抜粋）
	 インターンシップと称して就職・採用活動開始時期前に就職・採用活動そのものが行われることにより、インターンシップ全体

に対する信頼性を失わせるようなことにならないよう、インターンシップに関わる者それぞれが留意することが、今後のイン
ターンシップの推進に当たって重要である。

ⅴ	「インターンシップの更なる充実に向けて　議論のとりまとめ」等を踏まえた「インターンシップの推進に当たっての基本的考え
方」に係る留意点について～より教育的効果の高いインターンシップの推進に向けて～（平成29年10月25日　文部科学省、厚生労
働省、経済産業省）（抜粋）

	 １．就業体験を伴わないプログラムをインターンシップと称して行うことは適切ではない。
	 　インターンシップについては、就業体験を伴うことが必要です。一方で、いわゆるワンデーインターンシップなど短期間で実

施されるプログラムの中には、就業体験を伴わず、企業等の業務説明の場となっているものが存在することが懸念されます。
	 　インターンシップの信頼性の確保や教育効果の向上のため、こうしたプログラムをインターンシップと称して行うことがない

よう御留意ください。また、就業体験を伴わないプログラムについては、インターンシップと称さず、実態に合った別の名称
（例：セミナー、企業見学会）を用いてくださいますようよろしくお願いいたします。

	 ２．より教育効果の高いインターンシップの推進を図る
	 　（略）

	 　インターンシップを正規の教育課程に位置付ける場合には、「基本的考え方」にのっとりつつ、インターンシップの実施期間に
ついては、より教育効果を高める観点から、５日間以上の実習期間を担保することが望まれます。

	 　地域の事情や企業規模等により、連続した５日間の実習が困難な場合は、事前・事後学習との組合せや、５日間で複数の企業
において実習を行う等の形態も可能であると考えられますが、教育プログラムとして単位認定を行うものであれば、可能な限り
連続した５日間とするなど、一定期間のまとまりにより職業生活を体験することが有益であると考えられます。

ⅵ	「青少年の雇用機会の確保及び職場への定着に関して事業主、特定地方公共団体、職業紹介事業者等その他の関係者が適切に対処
するための指針」（平成27年９月30日　厚生労働省）
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（別紙）
令和４年３月28日
就 職 問 題 懇 談 会

令和５年度大学、短期大学及び高等専門学校卒業・修了予定者に係る就職について
（企業等への要請）

　就職問題懇談会は、学生が大学等において学問をしっかりと修めることが、社会や企業にとっても
有意義であり、企業が学生に対する採用活動について共通認識を持つことが重要であると考える。こ
のため、学生が安心して学業に専念できるよう、学修環境の確保を前提とした採用選考活動を実施い
ただきたく、以下の点を要請する。

⑴　就職・採用選考活動開始時期の遵守
　大学等の学事暦に十分配慮し、以下の就職・採用選考活動日程を遵守すること。

・広報活動開始ⅰ　　：卒業・修了年度に入る直前の３月１日以降
・採用選考活動開始ⅱ：卒業・修了年度の６月１日以降
・正式な内定日　　　：卒業・修了年度の10月１日以降

　学生の採用選考に当たり、求人広告会社やその他就職支援サービス会社を利用する際も、本要請
を遵守したサービスであることを確認した上で利用すること。
　また、採用選考活動開始前の早期の段階で採用の内々定を出すことは学生の学修環境に強い影響
を及ぼすこととなるので、実施しないこと。
　なお、海外留学する学生もいることから、上記日程後長期にわたって積極的に広報活動及び採用
選考活動を実施するとともに、卒業・修了した学生に対しても同様の活動を行うこと。

⑵　学生の学業等への配慮
　企業等が学期期間中に採用選考活動を実施する場合には、当該活動が学業の妨げとならないよ
う、以下の点に配慮すること。

①　授業、試験、留学、教育実習等と採用選考活動が重複しないかあらかじめ学生に確認し、必要
に応じて個別的な採用選考日時の変更など必要な対応を明示的に行うこと。また、土日祝日や平
日の夕方を活用するほかインターネットなどの多様な通信手段も取り入れるなど、学生の学修環
境を損なうことのないよう極力柔軟に対応すること。

②　大学等の所在地や学生の居住地が遠方である場合などには、多様な通信手段を活用して採用選
考活動を行うなど、採用選考において不利とならないよう配慮すること。

③　多様な通信手段を活用した採用選考活動を行う際には、学生の通信環境を考慮した対応とし
て、通信環境が整わない学生が不利益を被らないよう配慮し、音声・映像が途切れた場合の対応
をあらかじめ明示すること。また、学生が準備する時間を確保するため、通信手法について余裕
をもって連絡すること。
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⑶　多様な選考機会の提供
　国際的な人材獲得競争が展開される中で、日本人海外留学者ⅲや外国人留学生が、就職活動で不
利になるとの認識が生じないよう、日本人海外留学者や外国人留学生のみを対象とする採用選考等
の取組を各企業の必要に応じて行い、取組を行っている企業は、様々な募集の機会についてイン
ターネットなどの多様な通信手段も活用して積極的に周知・広報すること。

⑷　雇用機会均等、職業選択の自由を妨げる行為等の抑制、公平・公正な採用の徹底
　労働施策総合推進法、男女雇用機会均等法、同法指針の趣旨及び障害者雇用促進法等にのっとっ
て採用選考活動を行うこと。特に、総合職採用における女子学生や、障害のある学生への配慮、あ
るいは学生が持つ多様性の尊重など、適切に対応すること。
　また、必要な人材確保に熱心になるあまり、

①正式内定開始日前に内定承諾書、誓約書をはじめとした内定受諾の意思確認書類の提出要求
②６月１日以降の採用選考時期に学生を長時間拘束するような選考会や行事等の実施
③自社の内々定と引き替えに、他社への就職活動を取りやめるよう強要することなど、学生の

職業選択の自由を妨げる行為や、学生の意思に反して就職活動の終了を強要するようなハラ
スメント的な行為は厳に慎むこと。

　加えて、採用選考活動に携わる人事担当者等が、就職をしたいという学生の弱みに付け込んで、
性的な言動や人権を侵害するような行為をすることがないよう、当該人事担当者等への適切な事前
指導・教育を行うこと。
　また、採用選考活動等で差別的な取扱いが行われないよう、学生に対して、就職差別につながる
恐れのある項目を含む「会社指定書類（エントリーシート等を含む）」、「戸籍謄（抄）本」、「住民票」
等の提出を求めないこと。面接においても同様に就職差別につながる恐れのある内容の質問等をし
ないこと。
　さらに、就職活動において書類を徴収するに際しては、学生の個人情報の取扱い等に留意し、第
三者に提供すること等を想定しているのであれば、その使途を明確に事前周知し、学生が同意した
くない場合には拒否できるような仕組みを設けるとともに、あらかじめ示された必要書類以外のも
のを選考の最終段階や内々定後に求めることがないように、必要書類を含む採用選考情報をあらか
じめ明示すること。

⑸　インターンシップの適切な実施
　インターンシップとは、「インターンシップの推進に当たっての基本的考え方ⅳ」（以下、「三省
合意」という）では「学生が在学中に自らの専攻、将来のキャリアに関連した就業体験を行うこと」
とされており、その実施に当たっては、「三省合意」及び「「インターンシップの更なる充実に向け
て　議論の取りまとめ」等を踏まえた「インターンシップの推進に当たっての基本的考え方」に係
る留意点についてⅤ」を踏まえ、適切に実施すること。
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　インターンシップの実施に当たり、特に以下の点について留意すること。

①広報活動や採用選考活動とは異なるものであることを明示すること。また、広報活動開始前
に「インターンシップ」と称した会社説明会や実質的な採用選考活動とも捉えられるような
行事等は厳に慎むこと。

　特に、実質的に就業体験を伴わないプログラムを「ワンデーインターンシップ」などと称し
て情報発信することがないようにすること。なお、当然、それらのプログラムの目的が広報
活動であれば３月以降に、採用選考活動であれば６月以降に行うこと。

　また、インターンシップに参加する学生を求人広告会社やその他就職支援サービス会社を利
用して公募する際は、本要請を遵守したサービスであることを確認した上で利用すること。

②インターンシップの教育的効果を高めるため、大学等との連携の下、可能な限り長期間（正
規の教育課程としてのインターンシップであれば５日間以上）のインターンシップを実施す
ること。

③学生の学業を妨げることがないようインターンシップの実施時期に十分配慮し、原則として
長期休暇の活用など学事日程に十分配慮して実施すること。ただし、大学の正規の教育課程
としてのインターンシップはこの限りではない。

④インターンシップ等で取得した学生の個人情報は、広報活動・採用選考活動に使用しないこ
と。ただし、令和５年度卒業・修了予定者を対象とし、広報活動・採用選考活動の開始期日
以降に実施されるインターンシップで、あらかじめ広報活動・採用選考活動の趣旨を含むこ
とが示されている場合には、この限りではない。

　なお、不適切な取組が行われていることを確認した場合には、各大学等において、今後の学生へ
の指導等に使用することとしたい。

⑹　採用選考活動における学業の評価
　採用選考において、卒業・修了前年度までの学修成果を表す書類（例えば成績証明書や履修履歴
等）を選考の早期の段階で取得し、採用面接等において積極的に活用することにより、学生の学修
成果や学業への取組状況を適切に評価すること。

⑺　学生の健康状態への配慮
　学生が新型コロナウイルス感染症による発熱や、濃厚接触者となった場合などやむを得ない理由
により、企業説明会はもとより、面接・試験に出席できない場合には、そのことがその後の採用選
考に影響を与えることがないよう配慮すること。
　また、採用選考活動の実施時期が梅雨や夏季に当たるため、学生のクールビズ等の取扱いを明示
することで、学生の健康面に配慮すること。
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⑻　卒業・修了後３年以内の既卒者の取扱い
　個々の学生の置かれた状況は様々であるため、意欲や能力を有する若者に応募の機会を広く提
供する観点から、「若者雇用促進法」に基づく指針ⅵの趣旨を踏まえつつ、自社の実情や採用方針に
のっとって、大学等の卒業・修了者が、卒業・修了後少なくとも３年間は新規卒業・修了予定者の
採用枠に応募できるような募集条件を設定するなど、適切な対応に努めること。
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（用語解説）

ⅰ	 広報活動とは、採用を目的として、業界情報、企業情報、新卒求人情報などを学生に対して広く発信していく活動を指す。
	 開始期日の起点は、自社の採用サイトあるいは求人広告会社やその他就職支援サービス会社の運営するサイト等で学生の登録を受

け付けるプレエントリーの開始時点（令和５年度卒業・修了予定者は令和５年３月１日）とする。
	 また、会社説明会などのように、学生が自主的に参加又は不参加を決定することができるイベントは、その後の選考活動に影響し

ない旨を明示するとともに、学事日程に十分配慮すること。
	 開始期日前は、ホームページにおける文字や写真、動画などを活用した情報発信、文書や冊子等の文字情報によるＰＲなど、不特

定多数に向けた情報発信にとどめ、学生情報の取得や学生情報を活用した活動は行わないこと。
	 （広報活動日程を事前に公表することは差し支えない。）
	 なお、求人広告会社やその他就職支援サービス会社は、開始期日の前後を問わず大学の授業・試験期間を十分に配慮したサイト等

の運営に留意すること。
	 求人広告会社やその他就職支援サービス会社とは、従来の就職情報会社のみならず、学生の就職支援サービスに関わるすべての民

間企業・団体を指す。

ⅱ	 採用選考活動とは、一定の基準に照らして学生を選抜することを目的とした活動を指す。具体的には、選考の意思をもって学生の
順位付け又は選抜を行うもの、あるいは、当該活動に参加しないと選考のための次のステップに進めないものであり、こうした活
動のうち、時間と場所を特定して行う面接や試験などの活動を指す。

ⅲ	 令和４年度卒業・修了予定者のうち、留学期間が就職・採用選考活動の日程と重複する者など。

ⅳ	「インターンシップの推進に当たっての基本的考え方」（平成27年12月10日一部改正　文部科学省、厚生労働省、経済産業省）（抜粋）
	 インターンシップと称して就職・採用活動開始時期前に就職・採用活動そのものが行われることにより、インターンシップ全体に

対する信頼性を失わせるようなことにならないよう、インターンシップに関わる者それぞれが留意することが、今後のインターン
シップの推進に当たって重要である。

ⅴ	「インターンシップの更なる充実に向けて　議論のとりまとめ」等を踏まえた「インターンシップの推進に当たっての基本的考え
方」に係る留意点について～より教育的効果の高いインターンシップの推進に向けて～（平成29年10月25日　文部科学省、厚生労
働省、経済産業省）（抜粋）

	 １．就業体験を伴わないプログラムをインターンシップと称して行うことは適切ではない。
	 　インターンシップについては、就業体験を伴うことが必要です。一方で、いわゆるワンデーインターンシップなど短期間で実

施されるプログラムの中には、就業体験を伴わず、企業等の業務説明の場となっているものが存在することが懸念されます。
	 　インターンシップの信頼性の確保や教育効果の向上のため、こうしたプログラムをインターンシップと称して行うことがない

よう御留意ください。また、就業体験を伴わないプログラムについては、インターンシップと称さず、実態に合った別の名称
（例：セミナー、企業見学会）を用いてくださいますようよろしくお願いいたします。

	 ２．より教育効果の高いインターンシップの推進を図る
	 　（略）

	 　インターンシップを正規の教育課程に位置付ける場合には、「基本的考え方」にのっとりつつ、インターンシップの実施期間に
ついては、より教育効果を高める観点から、５日間以上の実習期間を担保することが望まれます。

	 　地域の事情や企業規模等により、連続した５日間の実習が困難な場合は、事前・事後学習との組合せや、５日間で複数の企業
において実習を行う等の形態も可能であると考えられますが、教育プログラムとして単位認定を行うものであれば、可能な限り
連続した５日間とするなど、一定期間のまとまりにより職業生活を体験することが有益であると考えられます。

ⅵ	「青少年の雇用機会の確保及び職場への定着に関して事業主、特定地方公共団体、職業紹介事業者等その他の関係者が適切に対処
するための指針」（平成27年9月30日　厚生労働省）
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令和４年３月28日

経済団体・業界団体等の長　殿

内 閣 官 房 内 閣 審 議 官
文 部 科 学 省 高 等 教 育 局 長
厚生労働省人材開発統括官
経済産業省経済産業政策局長

2023（令和５）年度卒業・修了予定者等の就職・採用活動
に関する要請について

　我が国の持続的な発展のためには、若者の人材育成が不可欠であり、学生が学業に専念し、安心し
て就職活動に取り組める環境をつくることが重要です。
　しかしながら、学生の就職・採用活動を取り巻く状況をみると、就職・採用活動の日程が遵守され
ていない事例が増加しています。また、採用選考活動等では、学生の個人情報の不適切な取扱いによ
り、就職活動に不利に働くようなサービスが提供され、利用される事案や、就職をしたいという学生
の弱みに付け込むような学生に対するセクシュアルハラスメント行為も発生しています。さらに、広
報活動及び採用選考活動の開始日より前に実施されるインターンシップが実質的な採用選考活動と
なっている事態も生じています。
 こうした事態は、学生に混乱をもたらすとともに、学生が学修時間等を確保しながら安心して就職
活動に取り組める環境を大きく損なうものです。
　また、近年、オンラインによる企業説明会や面接・試験の実施も進んでいます。
　このため、政府として「2023年（令和５）度卒業・修了予定者等の就職・採用活動に関する要請事
項」を別紙のとおりとりまとめました。就職・採用活動の円滑な実施及び学生が学業に専念できる環
境の確保のためには、足並みをそろえた取組が必要です。
　別紙を御覧いただいたうえで、加盟各企業等に対し、本要請を周知していただくようお願い申し上
げます。

（アンケート）
　別紙の要請事項の周知状況等を把握するため、アンケートを別途実施するので、御協力をお願い申
し上げます。
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１	 日本国内の大学、大学院修士課程、短期大学、高等専門学校の卒業・修了予定者が対象であり、大学院博士課程（後期）に在籍し
ている院生はこの限りではありません。

２	 採用を予定する企業のみならず、学生の就職支援サービスに関わるすべての民間企業・団体も含みます。
３	 内閣府「学生の就職・採用活動開始時期等に関する調査」（2021（令和３）年11月）
４	 例えば、ホームページにおける文字や写真、動画などを活用した情報発信、文書や冊子等の文字情報によるPRなどです。
５	 広報活動のスケジュールを事前に公表することは差し支えありません。
６	 例えば、広報活動を行う際の告知・募集の段階と実施時の段階の双方において、当該活動が広報活動として行われる旨を、ホーム

ページや印刷物への明記、会場での掲示、口頭による説明などの方法によって、学生に周知徹底するなどです。

（別紙）

2023（令和５）年度卒業・修了予定者等の就職・採用活動
に関する要請事項 

　就職・採用活動の円滑な実施に加え、学生が学業に専念できる環境を確保するため、2023（令和５）
年度（2024（令和６）年３月）に卒業・修了予定の学生1を対象とした就職・採用活動について、政府と
して就職・採用活動を行う主体2に対し、以下の各項目の枠内の事項について、広く要請します。

１．就職・採用活動の日程

　我が国の持続的な発展のためには、若者の人材育成が不可欠であり、学生が学業等に専念し、安
心して就職活動に取り組める環境をつくることが重要です。
　しかしながら、通常の学事日程に配慮して定められた広報活動の開始日（卒業・修了年度に入る
直前の３月１日）及び採用選考活動の開始日（卒業・修了年度の６月１日）よりも前に、それらの
活動が行われることで、広報活動及び採用選考活動が一部で早期化し、学生の就職活動期間は長期
化する傾向を示しています3。
　こうした事態は、学生に混乱をもたらすとともに、学生が学修時間等を確保しながら安心して就
職活動に取り組める環境を損なっています。

①　就職・採用活動の日程
　　・広報活動開始　　：卒業・修了年度に入る直前の３月１日以降
　　・採用選考活動開始：卒業・修了年度の６月１日以降
　　・正式な内定日　　：卒業・修了年度の10月１日以降
②　広報活動の開始期日より前に行う活動は、不特定多数に向けた一般的なもの 4 にとどめ、

学生の個人情報の取得や個人情報を活用した広報・採用選考活動は行わないこと 5。
③　広報活動の実施に当たっては、その後の採用選考活動に影響を与えるものではないこと

を十分に周知 6 すること。

　なお、多様な人材の活躍を促進する観点から、通年採用や中途・経験者採用の導入・拡大など、
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７	 日本経済団体連合会「経営労働政策特別委員会報告」（令和４年１月18日発行）では、「日本型雇用システムの持つメリットを活か
しながら、多様な人材の活躍推進といった観点から必要な見直しを行い、各企業にとって最適な『自社型雇用システム』の確立を
目指すことが検討の方向性となる。」とされ、「多様な価値観・経験や高い専門性を持つ人材の確保のためには、採用方法の多様化
が必要となる。新卒一括による採用割合を見直し、通年採用や中途・経験者採用の導入・拡大をさらに進めていくことが有効な選
択肢となる。」とされています。

８	 エントリーシートの提出、ウェブテストやテストセンターの受検などによる事前スクリーニングについては、日程・場所等に関して
学生に大幅な裁量が与えられていることから、上記の採用選考活動とは区別します。

９	 翌日の学業やレポートの作成等に影響がないように配慮するとともに、働き方改革の観点から、採用担当者の労務管理についてもご
留意願います。

10	 政府としては、平成17年からクールビズ（冷房温度の適正化とその温度に適した軽装や取組など）を推進しており、各企業において
は、業界の実態等に照らして、御協力をお願いいたします。

採用方法の多様化を一層推進していくことを期待します7。

①　面接や試験の実施に際して、土日・祝日、平日の夕方以降の時間帯等を活用するととも

に、学生の健康状態に配慮すること 9。

②　学生の授業、ゼミ、実験、試験、教育実習などの時間と重ならないよう、採用選考活動

の日時を設定すること。

③　採用選考活動の対象となる学生に対して、事前に余裕をもって連絡を行うこと。

④　学生のクールビズ 10 等への配慮を行うとともに、その旨を積極的に学生に対して周知する

こと。

⑤　上記①～④のほか、学生から個別事情の申し出がある場合、それらに十分配慮しながら

採用選考活動を実施すること。

２．学事日程等への配慮

　学生の就職活動期間が長期化すると、学修時間等の確保に影響を与えます。採用選考活動は、広
報活動とは異なり、日程や場所等の決定に関して学生に裁量が与えられているものではないため、
学生への負担を考慮し、学生が学修時間等を確保できるよう、学事日程等に十分に配慮する必要が
あります。

【用語の定義】

○　広報活動とは、採用を目的として、業界情報、企業情報、新卒求人情報等を学生に対し
て広く発信していく活動をいう。その開始期日の起点は、自社の採用サイトあるいは求人
広告会社や就職支援サービス会社の運営するサイト等で学生の登録を受け付けるプレエン
トリーの開始時点とする。

○　採用選考活動とは、一定の基準に照らして学生を選抜することを目的とした活動をいう。
具体的には、選考の意思をもって学生の順位付け又は選抜を行うもの、あるいは、当該活
動に参加しないと選考のための次のステップに進めないものであり、こうした活動のうち、
時間と場所を特定して学生を拘束して行う面接や試験などの活動をいう8。
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11	 このほか、文部科学省・厚生労働省・経済産業省の連名で作成・公表された「インターンシップの推進に当たっての基本的考え方」
（平成９年９月18日。平成27年12月10日最終改正）及びその留意点（平成29年10月25日）についても留意いただくようお願いい
たします。

12	 以下の４つのタイプに分類。タイプ１（オープン・カンパニー）：これまで「セミナー」や「職場見学会等」と称して行われてきたも
の。タイプ２（キャリア教育）：学部生（主に低学年）を中心に行われてきた「PBL型教育」や「CO-OP教育」といったもの（PBL：
課題解決型学習、CO-OP教育：学内の授業と学外での就労経験型学修を組み合わせた教育プログラム）。タイプ３（汎用的能力・
専門活用型インターンシップ）：学部生（主に高学年）や大学院生を対象としており、学生の参加目的が、主として、その仕事に就
く能力が自らに備わっているか見極めることであるもの。タイプ４（高度専門型インターンシップ）：高度な専門性を有する大学院
生を対象として、学生が自身の専門知識や能力を研究開発などの実践で活かし、向上させるとともに、ジョブ型の採用を見据えて
その業務が自身の能力や意向にうまくマッチするかを見極めることを目的としたもの。

	 　また、「新たなインターンシップ」とは、「学生が、その仕事に就く能力が自らに備わっているかどうか（自らがその仕事で通用
するかどうか）を見極めることを主たる目的に、自らの専攻を含む関心分野や将来のキャリアに関連した就業体験（企業の実務を
体験すること）を行う活動」と定義しており、その定義に照らすと、タイプ３とタイプ４が新たなインターンシップに分類できる
とされています。

３．インターンシップの取扱い 11

　インターンシップは、学生が在学中に自らの専攻、将来のキャリアに関連した就業体験を通じて
学びをより深めることを目的として実施するものであり、併せて、ミスマッチによる離職の防止に
つながる効果等が期待されます。
　一方で、インターンシップを契機として、本要請でお願いしている日程より前に実質的な就職・
採用活動が行われる事例もあり、学生の学業が阻害される事態も生じています。また、学生の長期
休暇以外に実施されるインターンシップも存在するため、学生が学修時間等を確保しながら就職活
動に取り組める環境が損なわれる事態も生じています。
　こうした中、日本経済団体連合会と大学関係団体等の代表者により構成される「採用と大学教育
の未来に関する産学協議会（以下、産学協議会という）」は、令和３年４月に「ポスト・コロナを見
据えた新たな大学教育と産学連携の推進」を公表しました。その中で、産学連携による学生のキャ
リア形成支援の充実に向け、新たなインターンシップの定義が示され、インターンシップを含む学
生のキャリア形成支援活動の類型12が示されました。 
　産学協議会では今年度、学生のキャリア形成支援における産学協働の取組みと採用選考活動との
関係等について、さらに検討を進めているとのことであり、できるだけ速やかに我が国の人材が活
かせる内容の検討結果が示されることを期待します。

①　広報活動又は採用選考活動の開始日より前に行うインターンシップ等については、募集

対象を卒業・修了年度に入る直前の学年に在籍する学生に限定しないこととし、広報活動

や採用選考活動と異なるものであることを明確にすること。

②　広報活動又は採用選考活動の開始日以後に、2023（令和５）年度卒業・修了予定者を含

むインターンシップを実施する場合には、広報活動又は採用選考活動の趣旨を含むことも

差し支えないが、その場合は、あらかじめ当該活動の趣旨を含むことを明示すること。

③　就業体験を伴わないプログラムをインターンシップと称したり、情報発信することがな

いようにすること。
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①　若者雇用促進法に基づく指針 14 も踏まえ、卒業・修了後少なくとも３年以内の既卒者は、

新規卒業・修了予定者の採用枠に応募できるようにすること。

②　上記①の既卒者について、通年採用など様々な募集機会を積極的に提供すること。

　　また、そうした機会を提供している場合には、その旨の情報発信を行うこと。

④　学生の長期休暇を活用し 13、学事日程に十分に配慮すること。

①　オンラインによる企業説明会や面接・試験を実施する場合には、その旨を積極的に情報

発信すること。

②　通信手段や使用ツールなど、どのような条件で実施するかについて事前に明示し、学生

が準備する時間を確保すること。

③　通信環境により、音声・映像が途切れる場合には、学生が不安にならないよう対応する

こと。

④　オンライン環境にアクセスすることが困難な学生に対しては、対面や他の通信手段によ

る企業説明会や面接・試験等も併せて実施すること。

⑤　遠隔地の学生に対して、オンラインによる企業説明会や面接・試験等を積極的に実施す

ること。

４．卒業・修了後３年以内の既卒者の取扱い

　近年は、留学や課外活動など様々な活動に意欲的に取り組む様々な学生も数多くいます。そうし
た意欲や能力ある有為な若者に、応募の機会を幅広く提供することが重要です。

５．オンラインの活用

　学生がオンラインであっても対面と同様に不公平・不公正な扱いを受けることなく、安心して就
職活動に取り組める環境を整えることは重要です。
　また、学生が企業を理解する十分な機会を確保するため、大学等の所在地により就職活動に不利
が生じないよう、配慮する必要があります。

13	 翌日の学業やレポートの作成等に影響がないように配慮するとともに、採用担当者の労務管理についても御留意願います。
14	 「青少年の雇用機会の確保及び職場への定着に関して事業主、特定地方公共団体、職業紹介事業者等その他の関係者が適切に対処

するための指針」（平成27年厚生労働省告示第406号）
15	 留学期間が１．の就職・採用活動の日程と重複する者などを指します。

６．日本人海外留学者  や外国人留学生などに対する多様な採用選考機会の提供

　国際的な人材獲得競争が展開される中で、日本人海外留学者や外国人留学生が、就職活動で不利
になるとの認識が生じることがないよう、多様で公平・公正な採用選考の機会を提供することが重
要です。

15
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①　日本人海外留学者に対して、一括採用とは別に採用選考機会を設けるなどの取組を、各

企業の必要に応じて行うこと。

　　また、そうした取組を自社の採用ホームページに掲載するなど、多様な通信手段を活用

して積極的に周知すること。

②　外国人留学生に対して、業種や職種等によって求められる日本語能力が多様であること

等も踏まえ、選考時点での一律の日本語能力ではなく、業務で求められる日本語能力や専

門性に応じた採用選考を行うなどの取組を、各企業の必要に応じて行うこと。

　　また、そうした取組については、外国人留学生の多様性に応じた採用選考や採用後の柔軟

な人材育成・処遇等について政府として策定したチェックリストやベストプラクティス 16 等

を参考に、自社の採用ホームページなど多様な通信手段を活用して積極的に周知すること。

③　2024（令和６）年３月とは卒業・修了の時期が異なるなど何らかの理由により一括採用

の採用選考時期に就職活動を行わなかった学生に対して、通年採用や秋季採用の導入をは

じめとした様々な募集機会を設けることについて、積極的に検討すること。

　　また、そうした機会を提供している場合には、学生に対し、情報発信をすること。

○　関係法令等 17 を踏まえ、公平・公正で透明な採用選考活動を行うとともに、学生の個人情

報の取扱い等を適切に行うこと。

16	 外国人留学生の就職や採用後の活躍に向けたプロジェクトチーム（文部科学省、厚生労働省、経済産業省の３省共同事務局）にお
いて「外国人留学生の採用や入社後の活躍に向けたハンドブック」を策定（令和２年２月）。

17	 「労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律」（昭和41年法律第132号）、「雇用の分野
における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律」（昭和47年法律第113号）、「青少年の雇用の促進等に関する法律」（昭
和45年法律第98号）、「障害者の雇用の促進等に関する法律」（昭和35年法律第123号）、「職業安定法」（昭和22年法律第141号）、

「職業紹介事業者、求人者、労働者の募集を行う者、募集受託者、募集情報等提供事業を行う者、労働者供給事業者、労働者供給
を受けようとする者等が均等待遇、労働条件等の明示、求職者等の個人情報の取扱い、職業紹介事業者の責務、募集内容の的確な
表示、労働者の募集を行う者等の責務、労働者供給事業者の責務等に関して適切に対処するための指針」（平成11年労働省告示第
141号）及び「個人情報の保護に関する法律」（平成15年法律第57号）

18	 内閣府「学生の就職・採用活動開始時期等に関する調査」（令和３年11月） 

７．公平・公正で透明な採用、個人情報の不適切な取扱いの防止の徹底

　学生が安心して就職活動に取り組むためには、公平・公正で透明な採用選考活動を行っていただ
くことが必要です。しかしながら、学生の個人情報の不適切な取扱いにより、就職活動に不利に働
くようなサービスが提供され、利用される事案などが発生しています。
　こうした事態は、学生が安心して就職活動に取り組める環境を損なっています。

８．セクシュアルハラスメント等の防止の徹底

　就職をしたいという学生の弱みに付け込むような、学生に対するセクシュアルハラスメントや、
学生の職業選択の自由を妨げる行為が確認されています18。
　こうした事態は、学生が安心して就職活動に取り組める環境を損なっています。
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①　採用選考活動やOB・OG訪問対応時等において、性的な冗談やからかい、身体に接触す

るなどセクシュアルハラスメント等を行ってはならない旨を社員に対して周知をするほか、

学生からの相談に対して適切な対応を行う 19 など、セクシュアルハラスメント等の防止のた

めの対応を徹底すること。

②　正式な内定前に他社への就職活動の終了を迫る、誓約書等を要求するといった採用選考

における学生の職業選択の自由を妨げる行為を行わないよう徹底すること。

○　採用選考活動に当たっては、大学等における成績証明等を取得して一層活用すること（例

えば、面接時にそれらに基づいた質問を行うなど）等により、学修成果や学業への取組状況

を適切に評価すること。

９．成績証明等の一層の活用

　採用選考活動では、学生の学業に対する取組状況が適切に評価されることが重要です。

19	 「事業主が職場における性的な言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等についての指針（平成18年厚生労働省告示
第615号）」等



49

5 新規学校卒業者を採用する際の労働関係法令の規定などの確認について

宮城労働局ホームページに「労働条件通知書（モデル）」様式を掲載しておりますので参考にしてください。
　https://jsite.mhlw.go.jp/miyagi-roudoukyoku/
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6 若者の募集・採用等に関する指針について

ご対応いただきたい５つのポイントを紹介します

１　募集にあたっての労働条件の明示などの対応が必要です

若者雇用促進法に基づく指針とは
青少年の雇用機会の確保及び職場への定着に関して事業主、特定地方公共団体、職業紹介
事業者等その他の関係者が適切に対処するための指針（65ページ参照）

•「青少年の雇用の促進等に関する法律」（若者雇用促進法）に基づき、若者を募集・採用等
する事業主などが講ずべき措置をまとめた指針です。

•令和３年４月に改正し、近年問題となった留意事項について、事業主などが講ずべき措置
を新たに定めています。

■青少年が適切に職業選択を行い、安定的に働くことができるように、労働条件などの明示などに
関する事項を遵守すること。

■明示する従事すべき業務の内容等は、虚偽または誇大な内容としないこと。

■固定残業代を採用する場合は、固定残業代に関する労働時間数と金額等の計算方法などを明示す
ること。

■職業安定法に基づく職業紹介事業者等指針※第４に基づき、求職者等の個人情報を適切に取り扱
うこと。

２　内定取消しは無効になることもあります
■労働契約が成立したと認められる場合には、客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当であ
ると認められない採用内定取り消しは無効とされることに十分に留意し、採用内定取消しを防止
するため、最大限の経営努力などを行うこと。やむを得ない事情により採用内定取消しなどを
行う場合には、就職先の確保について最大限の努力を行うこと。
※　職業安定法施行規則第35条第2項では、採用内定取消しなどを行おうとする事業主は、所定の様式により、あらかじめ、
公共職業安定所等に通知することとなっています。

■採用内定または採用内々定と引き替えに、他の事業主に対する就職活動を取りやめるよう強要す
ることなどの職業選択の自由を妨げる行為などは、青少年に対する公平・公正な就職機会の提供
の観点から行わないこと。

■労働契約が成立したと認められる場合には、採用内定者に対して、自由な意思決定を妨げるよう
な内定辞退の勧奨は、違法な権利侵害に当たるおそれがあることから行わないこと。

※　「職業紹介事業者、求人者、労働者の募集を行う者、募集受託者、募
集情報等提供事業を行う者、労働者供給事業者、労働者供給を受けよ
うとする者等が均等待遇、労働条件等の明示、求職者等の個人情報の
取扱い、職業紹介事業者の責務、募集内容の的確な表示、労働者の募
集を行う者等の責務、労働者供給事業者の責務等に関して適切に対処
するための指針」

固定残業代の詳細 労働関係法令の留意点
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　特に就職活動中の学生に対するセクシュアルハラスメント等は、正式な採
用活動のみならず、OB・OG訪問等の場でも問題化しています。
　企業としての責任を自覚し、OB・OG訪問等の際も含めて、セクシュア
ルハラスメント等は行ってはならないものであり厳正な対応を行う旨など
を、研修などを実施し社員に対して周知徹底すること、OB・OG訪問等を
含めて学生と接する際のルールをあらかじめ定めること等により、未然の防
止に努めましょう。

３　就活生などに対するハラスメントにも注意してください
■事業主は、雇用する労働者が就職活動中の学生やインターンシップを行っている者等に対する言
動について、必要な注意を払うよう配慮することが望ましいこと。

ハラスメントの詳細

青少年雇用情報とは
　若者雇用促進法により、事業主は、応募者などに対して、平均勤続年数や研
修の有無と内容といった就労実態等の職場情報を提供する仕組みがあります。
職場情報は、新卒者の募集を行う企業に対し、企業規模を問わず、
ⅰ　幅広い情報提供を努力義務
ⅱ　応募者等から求めがあった場合は、以下の３類型（ア～ウ）ごとに１つ
以上の情報提供を義務としています。
　　ア　募集・採用に関する状況
　　イ　職業能力の開発・向上に関する状況
　　ウ　企業における雇用管理に関する状況

４　「青少年雇用情報」の情報提供が必要です
■ホームページでの公表などで、青少年雇用情報の全ての項目について情報提供することが望まし
いこと。

５　卒業後３年以内の者も「新卒枠」での応募受付ができるよう
　努めてください
■既卒者が卒業後少なくとも３ 年間は「新卒枠」に応募できるようにすることや、できる限り上限
年齢を設けないように努めること。
■通年採用や秋季採用の導入等の個々の事情に配慮した柔軟な対応を積極的に検討するよう努める
こと。

青少年雇用情報の詳細

通年採用・秋季採用の詳細既卒者の応募の詳細
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7 青少年雇用情報の提供制度について
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8 改正職業安定法（求人不受理）について
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9 求人取消し及び採用内定取消し等にあたっての事前通知について
（職業安定法施行規則第35条）

１　求人取消し等について
　大学卒業予定者対象求人については、募集の中止、または当初の募集人員に比べて30人以上
かつ３割以上減じようとする場合は、ハローワークへ求人申し込みを行っているかどうかに関
わらず、事前に所定の様式により公共職業安定所長及び学校長に通知する必要があります。

２　採用内定取消し及び入職時期の繰下げについて
　採用内定の取消及び入職時期の繰下は、対象となった学生に大きな不利益を与えることにな
りますので、このようなことがないよう十分に注意してください。
　万が一、このような事態が発生する（可能性がある）場合は、ハローワークへ求人申し込みを
行っているかどうかに関わらず、事前に所定の様式により公共職業安定所長及び学校長に通知
する必要があります。
　採用内定取消しや入職時期の繰下げについては、本人に対してだけでなく社会的にも影響が
大きいため、入念な採用計画を立てた上で、募集活動を進めてください。
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10 公正な採用選考について
「採用選考時に配慮すべき事項」～就職差別につながるおそれがある14事項～

　次の①～⑪の事項を、エントリーシート・応募用紙に記載させる、面接時において尋ねる、作文の
題材とするなどによって把握することや、⑫～⑭を実施することは、就職差別につながるおそれがあ
ります。
　応募者の適性や能力を基準とした公正な採用選考を行ってください。
１　本人の責任のない事項の把握

①　「本籍・出生地」に関すること
②　「家族」に関すること（職業、続柄、健康、病歴、地位、学歴、収入、資産など）
③　「住宅状況」に関すること（間取り、部屋数、住宅の種類、近隣の施設など）
④　「生活環境・家庭環境など」に関すること

２　本来自由であるべき事項（思想・信条にかかわること）の把握
⑤　「宗教」に関すること
⑥　「支持政党」に関すること
⑦　「人生観・生活信条など」に関すること
⑧　「尊敬する人物」に関すること
⑨　「思想」に関すること
⑩　「労働組合（加入状況や活動歴など）」、「学生運動などの社会運動」に関すること
⑪　「購読新聞・雑誌・愛読書など」に関すること

３　採用選考の方法
⑫　「身元調査など」の実施
⑬　「本人の適正・能力に関係ない事項を含んだ応募書類」の使用
⑭　「合理的・客観的に必要性が認められない採用選考時の健康診断」の実施

～採用選考時の健康診断について～

　労働安全衛生規則第43条に規定されている「雇入れ時の健康診断」は、常時使用する労働者
を雇い入れた際における適正配置、入職後の健康管理に役立てるために実施するものであって、
採用選考時に実施することを義務づけたものではなく、また、応募者の採否を決定するために
実施するものではありません。
　また、必要性を慎重に検討することなく、採用選考時に健康診断を実施することは、応募者
の適性と能力を判断するうえで必要のない事項を把握する可能性があり、結果として、就職差
別につながるおそれがあります。
　したがって、採用選考時の健康診断の実施については、応募者の適性と能力を判断するうえ
で真に必要かどうかを慎重に検討していただく必要があります。

厚生労働省では、公正採用選考特設サイトを開設しております。
（https://kouseisaiyou.mhlw.go.jp）
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11 男女均等な採用選考ルールについて
　男女雇用機会均等法は、労働者の募集及び採用に係る性別を理由とする差別を禁止し、男女均等な
取扱いを求めています。（法第５条）
　また、業務上の必要性など、合理的な理由がない場合に、募集・採用において労働者の身長・体
重・体力を要件とすること、労働者の募集・採用、昇進、職種の変更をする際に、転居を伴う転勤に
応じることを要件とすることは、間接差別として禁止されています。（法第７条）。

①　募集・採用の対象から男女のいずれかを排除すること。
②　募集・採用の条件を男女で異なるものとすること。
③　採用選考において、能力・資質の有無等を判断する方法や基準

について男女で異なる取扱いをすること。
④　募集・採用に当たって男女のいずれかを優先すること。
⑤　求人の内容の説明等情報の提供について、男女で異なる取扱い

をすること。

①　募集・採用に当たって、労働者の身長、体重または体力を要件
とすること。

②	　労働者の募集・採用に当たって、転居を伴う転勤に応じること
ができることを要件とすること。

性別を理由とする差別

間　　接　　差　　別

違法違法違法

違法違法

合理的な理由が合理的な理由が
ない場合ない場合

合理的な理由が
ない場合

違法

■募集・採用の各段階において「禁止される差別」をチェックしてみましょう！
ステップ１

ステップ２

採用計画・募集

情報提供

□１．「男性または女性を採用しない」などの方針のもとで採用計画を立てていませんか？
　　　例：男女別の採用人数を決めて採用する。
□２．男性のみまたは女性のみを対象として募集していませんか？
　　　例：女性従業員が退職したため、後任に女性を募集する。
□３．募集に当たって男女で異なる条件を設けていませんか？
　　　例：女性に対してのみ未婚であること、子どもがいないこと、自宅通勤などの条件を付ける。
□４．業務に必要もないのに「一定の身長・体重・体力があること」を要件としていませんか？
　　　例：出入者のチェックのみを行う警備員だが、一定以上の身長または体重を募集要件とする。
□５．業務に必要もないのに「全国転勤に応じられること」を要件としていませんか？
　　　例：広域にわたり展開する支店、支社等がなく、かつ、支店、支社等を広域にわたり展開する

計画等もないのに、募集に当たり全国転勤に応じられることを要件とする。

□１．募集要項や会社案内等の資料の送付に当たって、男女で異なる取扱いをしていませんか？
　　　例：会社説明会等の開催案内の送付や受付を男女のいずれかに限定する。
□２．募集要項や就職情報誌の求人情報等について、男女のいずれかを表す名称で募集職種を表示

したり、男女のいずれかを優遇しているような表現になっていませんか？
　　　例：「ウエイター」「○○レディ」「男の意欲が勝負」「女性向きの職種」など
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ステップ３

ステップ４

ステップ５

業務の遂行上、一方の性でなければならない職務

ポジティブ・アクションの取組

・芸術・芸能の分野における表現の真実性等の要請から男女のいずれかのみに従事させることが必
要である職務　等

・労働基準法第64条の２第２号（坑内業務の就業制限）もしくは第64条の３第２項（危険有害業務
の就業制限）の業務　等

※業務の正常な遂行上、一方の性でなければならない職務に限られます。単に、一方の性に適して
いると考えられるだけでは該当しません。

・	職場に事実上生じている男女間の格差を是正して、男女の均等な機会・待遇を実質的に確保する
ために、事業主が、女性のみを対象とするまたは女性を有利に取り扱う措置（ポジティブ・アク
ション）は、法違反とはなりません。

○	事実上生じている男女間の格差とは、男性労働者と比較して、一定の区分、職務、役職において
女性労働者の割合が４割を下回っている場合を言います。

　また、これを下回っている場合でも、単に女性を優先したい、有利に取り扱いたいという意図で
女性を配置することは、法違反となります。

○	女性のみを対象とする、または女性を有利に取り扱う措置を講じるには、これまでの慣行や固定
的な男女の役割分担意識が原因で生じている状況を改善する目的であることが必要です。

会社説明会・セミナーの実施

採用試験

選考及び内定者の決定

□　会社説明会やセミナーの実施に当たり、男女で異なる取扱いをしていませんか？
　　　例：男女のいずれかに対してのみ追加的な説明を行う。

□１．採用試験の実施に当たり、男女で異なる取扱いをしていませんか？
　　　例：男女のいずれかの採用試験の後に、他方の性の採用試験を実施する。
□２．面接における質問等について、男女で異なる取扱いをしていませんか？
　　　例：女性にだけ子供が生まれた場合の就業継続意思を質問する。

□１．「男性または女性は採用しない」との方針のもと、募集及び採用試験を実施し、最終選考の
段階で一方の性を不採用としていませんか？

　　　例：形式上、男女同一の採用活動を行うが、選考過程で「男性だから」または「女性だから」と
いう理由で不採用とする。

□２．選考に当たって、男女で異なる取扱いをしていませんか？
　　　例：女性にのみ自宅通勤可能な者といった条件を追加する。
□３．業務に必要もないのに「身長・体重・体力」を要件とする採用基準に基づいて選考を行って

いませんか？
□４．必要もないのに「全国転勤に応じられる者」という基準に基づいて選考を行っていませんか？

＊＊ 法違反とならない場合は、以下のとおりです ＊＊

※法違反とならないかどうかは、個別具体的に判断を行う必要がありますので、宮城労働局雇用環
境・均等室（022-299-8844）までお問い合わせください。
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12 ユースエール認定企業制度について
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若者雇用促進総合サイト
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青少年の雇用機会の確保及び職場への定着に関して事業主、特定地方公共団体、
職業紹介事業者等その他の関係者が適切に対処するための指針

（平成27年厚生労働省告示第406号）
（最終改正　令和４年厚生労働省告示第304号）

第一　趣旨
　この指針は、青少年の雇用の促進等に関する法律（以下「法」という。）第四条及び第六条に定
める事項についての必要な措置に関し、事業主、特定地方公共団体（職業安定法（昭和二十二年
法律第百四十一号）第四条第九項に規定する特定地方公共団体をいう。以下同じ。）、職業紹介
事業者等（法第四条第二項に規定する職業紹介事業者等をいう。以下同じ。）その他の関係者が
適切に対処することができるよう、我が国の雇用慣行、近年における青少年の雇用失業情勢等
を考慮して、これらの者が講ずべき措置について定めたものである。 
　なお、中学校、義務教育学校、高等学校又は中等教育学校の新規卒業予定者については、経
済団体、学校及び行政機関による就職に関する申合せ等がある場合には、それに留意すること。 

第二　事業主等が青少年の募集及び採用に当たって講ずべき措置
　一　労働関係法令等の遵守

　事業主、青少年の募集を行う者、募集受託者（職業安定法第三十九条に規定する募集受託
者をいう。㈠及び第四の三㈢において同じ。）及び求人者は、青少年が適切に職業選択を行い、
安定的に働くことができるようにするためには、労働条件等が的確に示されることが重要で
あることに鑑み、次に掲げる労働条件等の明示等に関する事項を遵守すること。
㈠　募集に当たって遵守すべき事項

イ　青少年の募集を行う者及び募集受託者は職業安定法第五条の三第一項の規定に基づき、
募集に応じて労働者になろうとする青少年に対し、従事すべき業務の内容及び賃金、労
働時間その他の労働条件（以下「従事すべき業務の内容等」という。）を可能な限り速やか
に明示しなければならないこと。

ロ　求人者は、青少年を対象とした求人の申込みに当たり、公共職業安定所、特定地方公
共団体又は職業紹介事業者（職業安定法第四条第十項に規定する職業紹介事業者をいう。
以下同じ。）に対し、同法第五条の三第二項の規定に基づき、従事すべき業務の内容等を
明示しなければならないこと。

ハ　青少年の募集を行う者、募集受託者及び求人者（以下この㈠において「募集者等」とい
う。）は、イ又はロにより従事すべき業務の内容等を明示するに当たっては、次に掲げる
ところによらなければならないこと。
イ　明示する従事すべき業務の内容等は、虚偽又は誇大な内容としないこと。
ロ　労働時間に関しては、始業及び終業の時刻、所定労働時間を超える労働の有無、

休憩時間、休日等について明示すること。また、労働基準法（昭和二十二年法律第
四十九号）第三十八条の三第一項の規定により同項第二号に掲げる時間労働したもの
とみなす場合又は同法第三十八条の四第一項の規定により同項第三号に掲げる時間労
働したものとみなす場合は、その旨を明示すること。また、同法第四十一条の二第一
項の同意をした場合に、同項の規定により労働する労働者として業務に従事すること
となるときは、その旨を明示すること。

ハ　賃金に関しては、賃金形態（月給、日給、時給等の区分）、基本給、定額的に支払わ
れる手当、通勤手当、昇給に関する事項等について明示すること。また、一定時間分
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の時間外労働、休日労働及び深夜労働に対する割増賃金を定額で支払うこととする労
働契約を締結する仕組みを採用する場合は、名称のいかんにかかわらず、一定時間分
の時間外労働、休日労働及び深夜労働に対して定額で支払われる割増賃金（以下この
ハ及びレハにおいて「固定残業代」という。）に係る計算方法（固定残業代の算定の基礎
として設定する労働時間数（以下このハにおいて「固定残業時間」という。）及び金額を
明らかにするものに限る。）、固定残業代を除外した基本給の額、固定残業時間を超え
る時間外労働、休日労働及び深夜労働分についての割増賃金を追加で支払うこと等を
明示すること。

ニ　期間の定めのある労働契約を締結しようとする場合は、当該契約が試みの使用期間
の性質を有するものであっても、当該試みの使用期間の終了後の従事すべき業務の内
容等ではなく、当該試みの使用期間に係る従事すべき業務の内容等を明示すること。

ニ　募集者等は、イ又はロにより従事すべき業務の内容等を明示するに当たっては、次に
掲げるところによるべきであること。
イ　原則として、求職者又は募集に応じて労働者になろうとする青少年（以下この㈠に

おいて「求職者等」という。）と最初に接触する時点までに従事すべき業務の内容等を
明示すること。なお、ハロ中段及び後段並びにハハ後段に係る内容の明示については、
特に留意すること。

ロ　従事すべき業務の内容等の事項の一部をやむを得ず別途明示することとするときは、
その旨を併せて明示すること。

ホ　募集者等は、イ又はロにより従事すべき業務の内容等を明示するに当たっては、次に
掲げる事項に配慮すること。
イ　求職者等に具体的に理解されるものとなるよう、従事すべき業務の内容等の水準、

範囲等を可能な限り限定すること。
ロ　求職者等が従事すべき業務の内容に関しては、職場環境を含め、可能な限り具体的

かつ詳細に明示すること。
ハ　明示する従事すべき業務の内容等が労働契約締結時の従事すべき業務の内容等と異

なることとなる可能性がある場合は、その旨を併せて明示するとともに、従事すべき
業務の内容等が既に明示した内容と異なることとなった場合には、当該明示を受けた
求職者等に速やかに知らせること。

ヘ　求人者及び青少年の募集を行う者（以下この㈠において「求人者等」という。）は、職業
安定法第五条の三第三項の規定に基づき、それぞれ、紹介された求職者又は募集に応じ
て労働者になろうとする青少年（ト及びチにおいて「紹介求職者等」という。）と労働契約
を締結しようとする場合であって、これらの者に対して同条第一項の規定により明示さ
れた従事すべき業務の内容等（以下この㈠において「第一項明示」という。）を変更し、特
定し、削除し、又は第一項明示に含まれない従事すべき業務の内容等を追加する場合は、
当該契約の相手方となろうとする青少年に対し、当該変更し、特定し、削除し、又は追
加する従事すべき業務の内容等（トにおいて「変更内容等」という。）を明示しなければな
らないこと。

ト　求人者等は、ヘの明示を行うに当たっては、紹介求職者等が変更内容等を十分に理解
することができるよう、適切な明示方法をとらなければならないこと。その際、イの方
法によることが望ましいものであるが、ロなどの方法によることも可能であること。
イ　第一項明示と変更内容等とを対照することができる書面を交付すること。
ロ　労働基準法第十五条第一項の規定に基づき交付される書面（労働基準法施行規則（昭
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和二十二年厚生省令第二十三号）第五条第四項第一号の規定に基づき送信されるファ
クシミリの記録又は同項第二号の規定に基づき送信される電子メールその他のその受
信をする者を特定して情報を伝達するために用いられる電気通信の記録を含む。）にお
いて、変更内容等に下線を引き、若しくは着色し、又は変更内容等を注記すること。
なお、第一項明示の一部の事項を削除する場合にあっては、削除される前の当該従事
すべき業務の内容等も併せて記載すること。

チ　求人者等は、締結しようとする労働契約に係る従事すべき業務の内容等の調整が終了
した後、当該労働契約を締結するかどうか紹介求職者等が考える時間が確保されるよう、
可能な限り速やかにヘの明示を行うこと。また、ヘの明示を受けた紹介求職者等から、
第一項明示を変更し、特定し、削除し、又は第一項明示に含まれない従事すべき業務の
内容等を追加する理由等について質問された場合には、適切に説明すること。

リ　第一項明示は、そのまま労働契約の内容となることが期待されているものであること。
また、第一項明示を安易に変更し、削除し、又は第一項明示に含まれない従事すべき業
務の内容等を追加してはならないこと。

ヌ　学校卒業見込者等（法第十三条第一項に規定する学校卒業見込者等をいう。以下同じ。）
については、特に配慮が必要であることから、第一項明示を変更し、削除し、又は第一
項明示に含まれない従事すべき業務の内容等を追加すること（ニロにより、従事すべき
業務の内容等の一部をやむを得ず別途明示することとした場合において、当該別途明示
することとされた事項を追加することを除く。）は不適切であること。また、原則として、
学校卒業見込者等を労働させ、賃金を支払う旨を約し、又は通知するまでに、職業安定
法第五条の三第一項及びヘの明示が書面により行われるべきであること。

ル　職業安定法第五条の三第一項の規定に基づく明示が同法の規定に抵触するものであっ
た場合、ヘの明示を行ったとしても、同項の規定に基づく明示が適切であったとみなさ
れるものではないこと。

ヲ　求人者等は、第一項明示を変更し、削除し、又は第一項明示に含まれない従事すべき業
務の内容等を追加した場合は、求人票等の内容を検証し、修正等を行うべきであること。

ワ　イ又はロ及びヘにより従事すべき業務の内容等を明示するに当たっては、職業安定法
第五条の三第四項の規定により、次に掲げる事項（ただし、リに掲げる事項にあっては、
青少年を派遣労働者（労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関
する法律（昭和六十年法律第八十八号）第二条第二号に規定する派遣労働者をいう。以下
このワにおいて同じ。）として雇用しようとする者に限る。）については、書面の交付等に
より行わなければならないこと。
イ　青少年が従事すべき業務の内容に関する事項
ロ　労働契約の期間に関する事項
ハ　試みの使用期間に関する事項
ニ　就業の場所に関する事項
ホ　始業及び終業の時刻、所定労働時間を超える労働の有無、休憩時間及び休日に関す

る事項
ヘ　賃金（臨時に支払われる賃金、賞与、精勤手当、勤続手当及び奨励加給又は能率手

当を除く。）の額に関する事項
ト　健康保険、厚生年金、労働者災害補償保険及び雇用保険の適用に関する事項
チ　青少年を雇用しようとする者の氏名又は名称に関する事項
リ　青少年を派遣労働者として雇用しようとする旨



参考資料

68

ヌ　就業の場所における受動喫煙を防止するための措置に関する事項
カ　イ又はロ及びヘによる明示は、試みの使用期間中の従事すべき業務の内容等と当該期

間が終了した後の従事すべき業務の内容等とが異なる場合には、それぞれの従事すべき
業務の内容等を示すことにより行わなければならないこと。

ヨ　求人者等は、求職者等に対する第一項明示に関する記録を、当該明示に係る職業紹介
又は青少年の募集が終了する日（当該明示に係る職業紹介又は青少年の募集が終了する
日以降に当該明示に係る労働契約を締結しようとする者にあっては、当該明示に係る労
働契約を締結する日）までの間保存しなければならないこと。

タ　青少年の募集を行う者及び募集受託者は、新聞、雑誌その他の刊行物に掲載する広告、
文書の掲出若しくは頒布又は職業安定法施行規則（昭和二十二年労働省令第十二号）第四
条の三第一項に定める方法（レにおいて「広告等」という。）により青少年の募集に関する
情報又は同条第三項に定める情報（レにおいて「青少年の募集等に関する情報」という。）
を提供するに当たっては、同令第四条の二第三項各号に掲げる事項及びハロからニまで
により明示することとされた事項を可能な限り当該情報に含めることが望ましいこと。

レ　青少年の募集を行う者及び募集受託者は、広告等により青少年の募集等に関する情報
を提供するに当たっては、労働者になろうとする青少年に誤解を生じさせることのない
よう、次に掲げる事項に留意すること。
イ　関係会社を有する者が青少年の募集を行う場合、青少年を雇用する予定の者を明確

にし、当該関係会社と混同されることのないよう表示しなければならないこと。
ロ　青少年の募集と、請負契約による受注者の募集が混同されることのないよう表示し

なければならないこと。
ハ　賃金等（賃金形態、基本給、定額的に支払われる手当、通勤手当、昇給、固定残業

代等に関する事項をいう。以下この（ハ）において同じ。）について、実際の賃金等よ
りも高額であるかのように表示してはならないこと。

ニ　職種又は業種について、実際の業務の内容と著しく乖離する名称を用いてはならない
こと。

ソ　青少年の募集を行う者及び募集受託者は、職業安定法第五条の四第二項の規定により
青少年の募集に関する情報を正確かつ最新の内容に保つに当たっては、次に掲げる措置
を講ずる等適切に対応しなければならないこと。
イ　青少年の募集を終了した場合又は青少年の募集の内容を変更した場合には、当該募

集に関する情報の提供を速やかに終了し、又は当該募集に関する情報を速やかに変更
するとともに、当該情報の提供を依頼した募集情報等提供（職業安定法第四条第六項
に規定する募集情報等提供をいう。第四の三㈥において同じ。）を業として行う者（以
下「募集情報等提供事業者」という。）に対して当該情報の提供を終了するよう依頼し、
又は当該情報の内容を変更するよう依頼すること。

ロ　青少年の募集に関する情報を提供するに当たっては、当該情報の時点を明らかにする
こと。

ハ　募集情報等提供事業者から、職業安定法施行規則第四条の三第四項又は職業紹介事
業者、求人者、労働者の募集を行う者、募集受託者、募集情報等提供事業を行う者、
労働者供給事業者、労働者供給を受けようとする者等がその責務等に関して適切に対
処するための指針（平成十一年労働省告示第百四十一号。以下「職業紹介事業者等指針」
という。）第八の二の㈠により、当該青少年の募集に関する情報の訂正又は変更を依頼
された場合には、速やかに対応すること。
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ツ　ミスマッチ防止の観点から、募集者等は、青少年の募集又は求人の申込みに当たり、
企業の求める人材像、採用選考に当たって重視する点、職場で求められる能力・資質、
キャリア形成等についての情報を青少年又は公共職業安定所、特定地方公共団体、職業
紹介事業者若しくは募集情報等提供事業者に対し明示するよう努めること。

ネ　募集者等は、職業紹介事業者等指針第五を踏まえ、求職者等の個人情報を適切に取り
扱うこと。

ナ　青少年の募集を行う者又は募集受託者は、職業安定機関、特定地方公共団体等と連携
を図りつつ、当該事業に係る募集に応じて労働者になろうとする青少年からの苦情を迅
速、適切に処理するための体制の整備及び改善向上に努めること。

ラ　虚偽の広告をなし、若しくは虚偽の条件を提示して青少年の募集を行った場合、又は
虚偽の条件を提示して、公共職業安定所又は職業紹介を行う者に求人の申込みを行った
場合は、職業安定法第六十五条第九号又は第十号の規定により、罰則の対象となること
に留意すること。

ム　第三の一の雇用管理上の措置を講ずることに関連して、事業主は、就職活動中の学生
やインターンシップを行っている者等（以下このムにおいて「就活生等」という。）に対す
る言動に関し、次に掲げる取組を行うことが望ましいこと。
イ　事業主が雇用する労働者の就活生等に対する言動について必要な注意を払うよう配

慮すること。
ロ　事業主（その者が法人である場合にあっては、その役員）自らの就活生等に対する言

動について必要な注意を払うよう努めること。
ハ　第三の一の雇用管理上の措置として、職場におけるパワーハラスメント、セクシュ

アルハラスメント及び妊娠、出産等に関するハラスメント（ニにおいて「職場における
パワーハラスメント等」という。）を行ってはならない旨の方針の明確化等を行う際に、
就活生等に対する言動についても、同様の方針を併せて示すこと。

ニ　就活生等から職場におけるパワーハラスメント等に類すると考えられる相談があっ
た場合には、その内容を踏まえて、第三の一の雇用管理上の措置も参考にしつつ、必
要に応じて適切な対応を行うように努めること。

㈡　採用内定・労働契約締結に当たって遵守すべき事項等
イ　事業主は、採用内定を行うに当たっては、採否の結果を明確に伝えるとともに、確実

な採用の見通しに基づいて行うよう努めること。採用内定者に対しては、書面の交付等
により、採用の時期、採用条件、採用内定の取消事由等を明示するとともに、採用内定
者が学校等を卒業することを採用の条件としている場合についても、内定時にその旨を
明示するよう留意すること。

ロ　事業主は、採用内定者について労働契約が成立したと認められる場合には、客観的に
合理的な理由を欠き、社会通念上相当であると認められない採用内定の取消しは無効と
されることについて十分に留意し、採用内定の取消しを防止するため、最大限の経営努
力を行う等あらゆる手段を講ずること。

　　また、やむを得ない事情により採用内定の取消し又は入職時期の繰下げを行う場合に
は、当該取消しの対象となった学校等の新規卒業予定者の就職先の確保について最大限
の努力を行うとともに、当該取消し又は繰下げの対象となった者からの補償等の要求に
は誠意を持って対応すること。

ハ　採用内定者について、労働契約が成立したと認められる場合には、当該採用内定者に
対して、自由な意思決定を妨げるような内定辞退の勧奨は、違法な権利侵害に当たるお
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それがあることから行わないこと。
ニ　採用内定又は採用内々定を行うことと引替えに、他の事業主に対する就職活動を取り

やめるよう強要すること等青少年の職業選択の自由を妨げる行為又は青少年の意思に反
して就職活動の終了を強要する行為については、青少年に対する公平かつ公正な就職機
会の提供の観点から行わないこと。

ホ　労働契約の締結に当たっては、労働基準法第十五条第一項の規定により、事業主は、
青少年に対して、労働基準法施行規則第五条第一項各号に掲げる事項として次に掲げる
事項を明示しなければならないこと。この場合において、イからヘまでに掲げる事項（昇
給に関する事項を除く。）については、書面の交付（同条第四項ただし書の場合において
は、同項各号に掲げる方法を含む。）により明示しなければならないこと。なお、これら
の明示された労働条件が事実と相違する場合においては、同法第十五条第二項の規定に
より、青少年は、即時に労働契約を解除することができることに留意すること。
イ　労働契約の期間に関する事項
ロ　期間の定めのある労働契約を更新する場合の基準に関する事項
ハ　就業の場所及び従事すべき業務に関する事項
ニ　始業及び終業の時刻、所定労働時間を超える労働の有無、休憩時間、休日、休暇並

びに労働者を二組以上に分けて就業させる場合における就業時転換に関する事項
ホ　賃金（退職手当及びチに規定する賃金を除く。以下このホにおいて同じ。）の決定、

計算及び支払の方法、賃金の締切り及び支払の時期並びに昇給に関する事項
ヘ　退職に関する事項（解雇の事由を含む。）
ト　退職手当の定めが適用される労働者の範囲、退職手当の決定、計算及び支払の方法

並びに退職手当の支払の時期に関する事項
チ　臨時に支払われる賃金（退職手当を除く。）、賞与、精勤手当、勤続手当及び奨励加

給又は能率手当並びに最低賃金額に関する事項
リ　労働者に負担させるべき食費、作業用品その他に関する事項
ヌ　安全及び衛生に関する事項
ル　職業訓練に関する事項
ヲ　災害補償及び業務外の傷病扶助に関する事項
ワ　表彰及び制裁に関する事項
カ　休職に関する事項

ヘ　労働条件の明示に関し、労働基準法第十五条第一項の規定に違反した場合は、同法第
百二十条第一号の規定により、罰則の対象となることに留意すること。

ト　締結された労働契約の内容である労働条件の変更に当たっては、労働契約法（平成
十九年法律第百二十八号）第八条の規定により、原則として、青少年及び事業主の合意
が必要であること。なお、就業規則を変更することにより、青少年の不利益に労働契約
の内容である労働条件を変更する場合においては、同法第九条及び第十条の規定を遵守
すること。

二　青少年雇用情報の提供
　マッチングの向上のためには、労働条件等に加えて、職場における就労実態に係る情報の
提供が重要であることに鑑み、事業主等は、法第十三条及び第十四条に規定する青少年雇用
情報の提供に当たっては、次に掲げる事項に留意すること。
㈠　ホームページ等での公表、会社説明会での提供又は求人票への記載等により、青少年の

雇用の促進等に関する法律施行規則（平成二十七年厚生労働省令第百五十五号。第四の四
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において「施行規則」という。）第三条第一項各号に掲げる事項の全てについて情報提供す
ることが望ましいこと。
㈡　学校卒業見込者等が具体的な項目の情報提供を求めた場合には、特段の事情がない限り、

当該項目を情報提供することが望ましいこと。
㈢　情報提供の求めを行った学校卒業見込者等に対して、当該求めを行ったことを理由とす

る不利益な取扱いをしないこと。
㈣　情報提供の求めに備え、あらかじめ提供する情報を整備しておくことが望ましいこと。

また、その求めがあった場合には、速やかな情報提供に努めること。
三　意欲・能力に応じた就職機会の提供等

　事業主は、青少年の募集及び採用に当たり、就業等を通じて培われた能力や経験について、
過去の就業形態や離職状況、学校等の卒業時期等にとらわれることなく、人物本位による正
当な評価を行うべく、次に掲げる措置を講ずるように努めること。
㈠　学校等の卒業者の取扱い

　意欲や能力を有する青少年に応募の機会を広く提供する観点から、学校等の卒業者につ
いても、学校等の新規卒業予定者の採用枠に応募できるような募集条件を設定すること。
当該条件の設定に当たっては、学校等の卒業者が卒業後少なくとも三年間は応募できるも
のとすること。
　また、学校等の新規卒業予定者を募集するに当たっては、できる限り年齢の上限を設け
ないようにするとともに、上限を設ける場合には、青少年が広く応募することができるよ
う検討すること。
㈡　学校等の新規卒業予定者に係る採用方法

イ　通年採用や秋季採用の積極的な導入
　学校等の新規卒業予定者の採用時期については、春季の一括採用が雇用慣行として定
着しているところであるが、何らかの理由により当該時期を逸した青少年に対しても応
募の機会を提供する観点から、通年採用や秋季採用の導入等の個々の事情に配慮した柔
軟な対応を積極的に検討すること。

ロ　青少年が希望する地域における就職機会の提供
　青少年が希望する地域において就職し、安定的に働き続けることができるよう、国や
地方公共団体等の施策を活用しながら、いわゆるUIJターン就職等による就職機会の提
供に積極的に取り組むことが望ましいこと。

㈢　職業経験が少ない青少年等に対する就職機会の提供
　職業経験が少ないこと等により、青少年を雇入れの当初から正社員として採用すること
が困難な場合には、トライアル雇用、雇用型訓練等の積極的な活用により、当該青少年の
適性、能力等についての理解を深めることを通じて、青少年に安定した職業に就く機会を
提供すること。
㈣　選考に当たってのいわゆるフリーター等に対する評価基準

　いわゆるフリーター等についても、その選考に当たっては、その有する適性、能力等を
正当に評価するとともに、応募時点における職業経験のみならず、留学経験やボランティ
ア活動の実績等を考慮するなど、その将来性も含めて長期的な視点に立って判断すること
が望ましいこと。
㈤　インターンシップ・職場体験の機会の提供

　青少年の職業意識の形成支援のため、事業主においても、学校や公共職業安定所等と連
携して、インターンシップや職場体験の受入れを行うなど、積極的に協力することが望ま
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しいこと。
　なお、インターンシップに関しては、「インターンシップを始めとする学生のキャリア形
成支援に係る取組の推進に当たっての基本的考え方」（平成九年九月十八日文部科学省・厚
生労働省・経済産業省策定）を踏まえた実施が求められること及びインターンシップや職
場体験であっても、労働関係法令が適用される場合もあることに留意が必要であること。

四　学校卒業見込者等が希望する地域等で働ける環境の整備
　青少年が、希望する働き方を選択し、自ら主体的・継続的なキャリア形成を図ることを可
能とするためには、より柔軟かつ多様な就業機会の選択肢が必要である。特に、仕事と生活
の調和等の観点から、学校卒業段階で希望する地域で就職機会を得、その地域において中長
期的にキャリア形成ができる環境整備が求められる。このため、事業主は、ICT利活用の可
能性も検討しつつ、次に掲げる措置を講ずるよう努めること。
㈠　地域を限定して働ける勤務制度の積極的な導入

　学校卒業見込者等が一定の地域において働き続けることができるよう、広域的な事業拠
点を有する企業は、一定の地域に限定して働ける勤務制度の導入を積極的に検討すること。
㈡　キャリア展望に係る情報開示

　学校卒業見込者等が適職を選択し、安定的に働き続けることができるよう、採用後の就
業場所や職務内容等を限定した採用区分については、それぞれの選択肢ごとのキャリア形
成の見通しなど、将来のキャリア展望に係る情報開示を積極的に行うこと。

第三　事業主が青少年の職場への定着促進のために講ずべき措置
　一　雇用管理の改善に係る措置

　事業主は、賃金不払い等の労働関係法令違反が行われないよう適切な雇用管理を行うこと。
また、事業主は、労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等
に関する法律（昭和四十一年法律第百三十二号）第三十条の二第一項、雇用の分野における
男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和四十七年法律第百十三号）第十一条
第一項及び第十一条の三第一項並びに育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者
の福祉に関する法律（平成三年法律第七十六号）第二十五条第一項の規定並びに事業主が職場
における優越的な関係を背景とした言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等
についての指針（令和二年厚生労働省告示第五号）、事業主が職場における性的な言動に起因
する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等についての指針（平成十八年厚生労働省告示第
六百十五号）、事業主が職場における妊娠、出産等に関する言動に起因する問題に関して雇用
管理上講ずべき措置等についての指針（平成二十八年厚生労働省告示第三百十二号）及び子の
養育又は家族の介護を行い、又は行うこととなる労働者の職業生活と家庭生活との両立が図
られるようにするために事業主が講ずべき措置等に関する指針（平成二十一年厚生労働省告
示第五百九号）に基づき、職場におけるパワーハラスメント、セクシュアルハラスメント及
び妊娠、出産、育児休業等に関するハラスメントの防止のため、雇用管理上の措置を講ずる
こと。
　さらに、事業主は、青少年について、早期に離職する者の割合が高いことを踏まえ、職場
に定着し、就職した企業で安定的にキャリアを形成していくため、青少年の能力や経験に応
じた適切な待遇を確保するよう雇用管理の改善に努めるとともに、次に掲げる措置を講ずる
よう努めること。
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㈠　能力・資質、キャリア形成等に係る情報明示
　青少年が採用後の職場の実態と入職前の情報に格差を感じることのないよう、職場で求
められる能力・資質、キャリア形成等についての情報を明示すること。
㈡　不安定な雇用状態にある青少年の正社員登用等

　意欲や能力を有する青少年に安定した雇用機会を提供するため、期間を定めて雇用され
ていること等により不安定な雇用状態にある青少年が希望した場合に、正社員への登用が
与えられるような仕組みを検討すること。
㈢　労働法制に関する基礎知識の付与

　青少年の労働法制に対する理解促進は、事業主にとっても職場環境の改善やトラブルの
防止等に資するものであることを踏まえ、新入社員研修の機会等を捉え、労働法制の基礎
的な内容の周知を図ることが望ましいこと。

二　職業能力の開発及び向上に係る措置
　事業主は、青少年の職場への定着を図り、その有する能力を有効に発揮することができる
ようにする観点から、職業能力の開発及び向上に関する措置を講ずることが重要であること
に鑑み、次に掲げる措置を講ずるよう努めること。
㈠　OJT（業務の遂行の過程内において行う職業訓練）及びOFF-JT（業務の遂行の過程外に

おいて行う職業訓練）を計画的に実施すること。
㈡　職業能力開発促進法（昭和四十四年法律第六十四号）第十条の二第二項に規定する実習併

用職業訓練を必要に応じ実施すること。
㈢　青少年の希望等に応じ、青少年が自ら職業能力の開発及び向上に関する目標を定めるた

めに、業務の遂行に必要な技能及びこれに関する知識の内容及び程度、企業内における
キャリアパス等についての必要な情報の提供、キャリアコンサルティング （職業能力開発
促進法第二条第五項のキャリアコンサルティングをいう。）を受ける機会の確保その他の援
助を行うこと。その際には、青少年自らの取組を容易にするため、職業能力評価基準等を
活用すること。また、青少年が実務の経験を通じて自ら職業能力の開発及び向上を図るこ
とができるようにするために、配置その他の雇用管理について配慮すること。
㈣　青少年の自発的な職業能力の開発及び向上を促進するため、必要に応じて、有給教育訓

練休暇、長期教育訓練休暇その他の休暇の付与、始業及び終業時刻の変更、勤務時間の短
縮の措置等の必要な援助を行うこと。
㈤　各企業における活用状況を踏まえて、必要に応じて、ジョブ・カード（職業能力開発促

進法第十五条の四第一項に規定する職務経歴等記録書をいう。第四の五において同じ。）を、
青少年が職業生活設計及び職業能力の証明のツールとして活用するための支援を行うこと。
㈥　青少年の職業能力の開発及び向上が段階的かつ体系的に行われることを促進するため、

職業能力開発促進法第十一条第一項の計画の作成や同法第十二条の職業能力開発推進者の
選任を行うこと。

第四　特定地方公共団体及び職業紹介事業者等が青少年の雇用機会の確保及び職場への定着促進
のために講ずべき措置
　青少年の就職支援並びに職業能力の開発及び向上に携わる主な関係者として、特定地方公共
団体及び職業紹介事業者等は、青少年が安定的な就業機会を得て、職場定着及びキャリアアッ
プを実現できるよう、次に掲げる措置を講ずるように努めるとともに、第二の一㈠に掲げる事
項が適切に履行されるよう、必要な措置を講ずること。
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一　青少年の主体的な職業選択・キャリア形成の促進
　特定地方公共団体、職業紹介事業者、募集情報等提供事業者、地域若者サポートステー
ション及びキャリア形成サポートセンターは、青少年自身が主体的に職業選択及びキャリア
形成を行えるよう、青少年の希望等を踏まえながら、個々の状況に応じた支援を行うことが
望ましいこと。

二　中途退学者及び未就職卒業者への対応
　学校等を中途退学した者（以下この二において「中途退学者」という。）や、卒業時までに就
職先が決まらなかった者（以下この二において「未就職卒業者」という。）については、個々の
事情に配慮しつつ希望に応じた就職支援が必要である。
　このため、中途退学者について、特定地方公共団体、職業紹介事業者及び地域若者サポー
トステーションは、学校等及び公共職業安定所と協力しつつ相互に連携し、中途退学者の
個々の状況に応じた自立支援を行うとともに、自らの支援内容が中途退学者に対して効果的
に提供されるようにすること。また、未就職卒業者について、特定地方公共団体及び職業紹
介事業者は、学校等及び新卒応援ハローワークと協力し、個別支援や面接会の開催など、卒
業直後の支援を充実させること。

三　募集情報等提供事業者による就職支援サイトの運営
　事業主が募集情報等提供事業者の就職支援サイトを活用して青少年の募集を行う場合にお
いて、募集情報等提供事業者は、当該募集に関する情報を提供するに当たって、次に掲げる
事項に留意すること。
㈠　職業紹介事業者等指針第四を踏まえ、情報の的確な表示を行うこと。
㈡　青少年が、適切に職業選択を行うことができるよう、就職支援サイトで提供する情報は

わかりやすいものとすること、提供する情報の量を適正なものとすること、青少年の主体
性を尊重したサービスの提供を行うこと等について配慮すること。
㈢　労働者になろうとする青少年、青少年の募集を行う者、募集受託者、職業紹介事業者、

他の募集情報等提供事業者、特定地方公共団体又は職業安定法第四条第十二項に規定する
労働者供給事業者から申出を受けた当該募集情報等提供事業者の募集情報等提供事業に関
する苦情を適切かつ迅速に処理するため、相談窓口を明確にするとともに、必要な場合に
は職業安定機関と連携を行うこと。
㈣　学生、生徒等を対象とした事業を行うときは、学業への影響を考慮した適正な事業運営

を行うこと。
㈤　職業安定法第四条第十一項に規定する特定募集情報等提供事業者は、同法第五条の五の

規定に基づき、及び職業紹介事業者等指針第五を踏まえ、労働者になろうとする青少年の
個人情報を適切に取り扱うこと。
㈥　虚偽の広告をなし、又は虚偽の条件を提示して募集情報等提供を行った場合は、職業安

定法第六十五条第九号の規定により、罰則の対象となること。
四　青少年雇用情報の提供
㈠　特定地方公共団体及び職業紹介事業者（職業安定法第三十三条の二第一項の規定により

無料職業紹介事業の届出を行った場合は、学校等も含まれることに留意すること。）は、学
校卒業見込者等求人（法第十四条第一項に規定する学校卒業見込者等求人をいう。以下同
じ。）の申込みを受理する際に、同条の趣旨に沿って、求人者に青少年雇用情報の提供を求
めるとともに、施行規則第三条第一項各号に掲げる事項の全てを提供するよう働きかけ、
学校卒業見込者等に対する職業紹介に活用することが望ましいこと。また、特定地方公共
団体及び職業紹介事業者は、就職支援サイトを運営する場合は、事業主の青少年雇用情報
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について、可能な限り同項各号に掲げる事項の全てが掲載されるように取り組むこと。
　　求人の申込みを受理する段階で提供がなされていない青少年雇用情報について、学校卒

業見込者等から特定地方公共団体又は職業紹介事業者に対して個別に照会があった場合は、
法第十四条の趣旨に沿って、特定地方公共団体又は職業紹介事業者から求人者に対して当
該照会に係る青少年雇用情報の提供を求めることが望ましいこと。この場合において、当
該照会を行った学校卒業見込者等に関する情報を求人者に明示する必要はないことに留意
すること。
㈡　募集情報等提供事業者は、自らの運営する就職支援サイトに、学校卒業見込者等募集（法

第十三条第一項の学校卒業見込者等募集をいう。）を行う事業主の青少年雇用情報について、
可能な限り施行規則第三条第一項各号に掲げる事項の全てが掲載されるように取り組むこ
と。

五　職業能力の開発及び向上に係る措置
　職業訓練機関は、青少年の個性に応じ、かつ、その適性を生かすよう、効果的に職業訓練
を実施すること。また、青少年の状況に応じた、ジョブ・カードを活用した円滑な就職に向
けた支援を行うこと。

六　職業生活における自立促進のための措置
　地域若者サポートステーションは、いわゆるニート等に対し、その特性に応じた適職 （法
第一条に規定する適職をいう。）の選択その他の職業生活に関する相談の機会、職場体験機会
その他の必要な措置を講ずること。

七　青少年の希望及び状況に応じた関係機関の紹介
　特定地方公共団体、職業紹介事業者、職業訓練機関及び地域若者サポートステーションは、
青少年の希望及び状況に応じて、支援対象の青少年を適切な機関に紹介するなど、適宜連携
しながら切れ目なく必要な支援が受けられるように配慮すること。

八　その他の各関係者が講ずべき措置
　一から七までに定めるもののほか、他の法令、指針等に基づく措置にも留意しながら、全
ての関係者は、青少年の希望及び状況に応じ、その雇用機会の確保及び職場定着の促進のた
めに必要な支援を適切に行うこと。
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新規大学等卒業予定者用標準的事項の参考例
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4.10.1

983

919

946

4.12.15

4.12.15

4.12.15

次に掲げる賃金は、最低賃金の計算には含まれません。（１）精皆勤手当（２）通勤手当 （３）家族手当 （４）賞与等 （５）時間外・休日・深夜手当
日給者・月給者・歩合給者等の賃金については 、１時間当たりの賃金額が、最低賃金の時間額を下回ってはいけません。

153,500円×12か月月給

8時間×年間所定労働日数260日
この場合は最低賃金額以上になっています。

≒885.57円≧883円

次の業種に該当する事業場で働く労働者には、以下の宮城県特定（産業別）最低賃金が適用されます。

⑴ 時間給制の場合…時間給≧最低賃金額（時間額）
⑵ 日給制の場合……日給÷１日の所定労働時間≧最低賃金額（時間額）
⑶　月給制の場合……月給÷１箇月平均所定労働時間≧最低賃金額（時間額）
⑷ 出来高払制その他の請負制によって定められた賃金の場合

出来高払制その他の請負制によって計算された賃金の総額を、当該賃金計算期間に出来高払制その他の請
負制によって労働した総労働時間数で除して時間当たりの金額に換算し、最低賃金額（時間額）と比較します。

⑸ 上記⑴、⑵、⑶、⑷の組み合わせの場合
例えば、基本給が日給制で、各手当（職務手当など）が月給制などの場合は、それぞれ上記⑵、⑶の式により
時間額に換算し、それを合計したものと最低賃金額（時間額）を比較します。

宮城県の最低賃金

宮城県最低賃金

最低賃金の解説

効力発生日効力発生日
適用除外労働者適用除外労働者用除外労働者用除外労働者適用除外労働者宮城県特定（産業別）最低賃金宮城県特定（産業別）最低賃金宮城県特定（産業別）最低賃金

詳細

883883883
力力効力発生日

注 １

注 ２

最
低
賃
金
の
計
算
方
法

（例）
宮城県最低賃金（時間額883円）が適用される事業場で働くＡさんの労働条件を、
月給153,500円、１日の所定労働時間８時間、年間所定労働日数260日とします。
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仙台新卒応援ハローワークのご案内
仙台新卒応援ハローワークは、大学院・大学・短期大学・高等専門学校・専修学校・能力開発施設

（高卒２年訓練）等を卒業する学生と、これらの学校を卒業・中退後、概ね３年以内の方を対象に、就
職に関する各種情報の提供や職業相談を行っています。また、事業所に対しては、求人受理のほか雇
用相談を受け付けています。
仙台新卒応援ハローワークでは、以下のメニューで新規学卒者・未就職卒業者の方々が利用しやす

く、きめ細やかな支援を行い、利用される皆さんの内定・就職実現を応援しています。

仙台新卒応援ハローワーク
〒９８０－８４８５
仙台市青葉区中央１－２－３　仙台マークワン１２階
※パルコ入居ビルオフィスフロア
（パルコ店舗からは入れません）
電話 ０２２－７２６－８０５５　FAX ０２２－７２６－８０５８
業務取扱時間　１０：００～１８：３０
（土・日・祝祭日、年末年始は休み）
ＵＲＬ　https://jsite.mhlw.go.jp/miyagi-roudoukyoku/1/160/171.html

○職業相談・職業紹介
個々の就職活動の状況に合わせた職業相談を通じて、就職まで一貫したサポートを行います。
担当者制による個別相談も行っています。

○求人情報の提供
・全国の求人・企業情報を閲覧できます。
・求人情報・企業案内等、就職に関する資料を配布・公開しています。
・書籍等で、就職活動・業界・職業に関する情報を得ることができます。
・合同就職面接会等のイベント情報を提供しております。

○職業適性診断の実施
自分自身の適性について理解したり、職業についての様々な情報を集めたり、将来の職業選択に

ついて考えるためのお手伝いをします。
コンピュータによる職業適性診断（キャリア・インサイト）が受けられます。

○臨床心理士による「こころの相談」（予約制・無料）
就職活動の長期化や、就職の内定が得られないことなどから、心理的な不安や悩みを抱える方を

対象に、専門家（臨床心理士）による「こころの健康相談」の窓口を開設しています。
利用にあたっては、事前にハローワークで求職登録が必要です。求職登録後、窓口に直接お申込

みいただくか、お電話の上、事前の予約をお願いします。

○各種セミナー等
就職に役立つセミナーや模擬面接等を実施しています。

○外国人雇用管理アドバイザー（留学生支援分）による雇用相談（予約制・無料）
外国人留学生の採用をご検討されている、あるいは外国人留学生を採用している事業主の皆さま

からの相談窓口を開設しています。

仙台新卒応援ハローワーク
フェイスブックQRコード

パレス 
へいあん 

江陽 
グランドホテル 

仙石線 
仙台駅 

クリスロ
ード 

ハピナ名
掛丁 

ヨドバシ
カメラ

仙台 
ＭＴビル 

地下鉄南北線
広瀬通駅

仙石線
あおば通駅

地下鉄南北線
仙台駅

地下鉄東西線
仙台駅

地下鉄東西線
宮城野通駅

江江
ググ

い

ドバシ

ロフト 

ドン・キホーテ

イービーンズ
仙台

東
北
本
線

東
北
新
幹
線

イオン

ハローワーク
（仙台マークワン12階） 

仙台新卒応援 

イオ

江
グ
江江江江
ググググ

ドン

ロ

イイイ
仙

ドバシドバシ
ビル

駅
台
仙

仙台新卒応援ハローワーク
ホームページQRコード

仙台新卒応援ハローワーク
ツイッターQRコード
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宮城県内大学・短期大学・高等専門学校一覧 （2022年12月現在）

合計20校［大学14校、短期大学５校、高専１校］
設立 学校名 学部・学科 郵便番号・所在地・電話番号 就職担当課、係
大学

国立 東 北 大 学

文学部・教育学部・法学部・経済学部
〒980-8576　仙台市青葉区川内27-1
文学部　022-795-6005　教育学部　022-795-6105
法学部　022-795-6175　経済学部　022-795-6265

キャリア支援センター
〒980-8576
仙台市青葉区川内41
022-795-7770

理学部 〒980-8578　仙台市青葉区荒巻字青葉6-3
022-795-6403

工学部 〒980-8579　仙台市青葉区荒巻字青葉6-6-04
022-795-5822

薬学部 〒980-8578　仙台市青葉区荒巻字青葉6-3
022-795-6803

農学部 〒980-8572　仙台市青葉区荒巻字青葉468-1
022-757-4007

医学部 〒980-8575　仙台市青葉区星陵町2-1
022-717-7905

歯学部 〒980-8575　仙台市青葉区星陵町4-1
022-717-8248

国立 宮 城 教 育 大 学 教育学部 〒980-0845　仙台市青葉区荒巻字青葉149
022-214-3338

キャリアサポート
センター

公立 宮 城 大 学
看護学群・事業構想学群 〒981-3298　黒川郡大和町学苑１番地１

022-377-8205 キャリア開発センター

食産業学群 〒982-0215　仙台市太白区旗立2-2-1
022-245-2211 キャリア開発センター

私立 東 北 学 院 大 学

文学部・経済学部・法学部・経営学部 〒980-8511　仙台市青葉区土樋1-3-1
022-264-6481 就職キャリア支援課

教養学部 〒981-3193　仙台市泉区天神沢2-1-1
022-375-1161 就職キャリア支援係

工学部 〒985-8537　多賀城市中央1-13-1
022-368-1101 就職キャリア支援係

私立 東 北 医 科 薬 科 大 学
薬学部 〒981-8558　仙台市青葉区小松島4-4-1

022-234-4181 キャリア支援課
医学部 〒983-0005　仙台市宮城野区福室1-15-1

022-290-8850

私立 東 北 福 祉 大 学 総合福祉学部・健康科学部・
総合マネジメント学部・教育学部

〒981-8522　仙台市青葉区国見1-8-1
022-233-3111 キャリアセンター

私立 東 北 工 業 大 学
工学部 〒982-8577　仙台市太白区八木山香澄町35-1

022-305-3333
キャリアサポート課
〒982-8577
仙台市太白区八木山香澄
町35-1
022-305-3333

ライフデザイン学部 〒982-8588　仙台市太白区二ツ沢６番
022-304-5501

私立 宮 城 学 院 女 子 大 学 学芸学部・現代ビジネス学部・教育学部・
生活科学部

〒981-8557　仙台市青葉区桜ヶ丘9-1-1
022-279-4957

学生支援グループ・
キャリア担当

私立 東 北 生 活 文 化 大 学 家政学部 〒981-8585　仙台市泉区虹の丘1-18-2
022-272-7520

学生課
就職支援センター

私立 仙 台 白 百 合 女 子 大 学 人間学部 〒981-3107　仙台市泉区本田町6-1
022-374-6923

キャリアサポート
センター

私立 東 北 文 化 学 園 大 学 医療福祉学部・現代社会学部・
経営法学部・工学部

〒981-8551　仙台市青葉区国見6-45-1
022-233-7998 就職センター

私立 尚 絅 学 院 大 学 総合人間科学部 〒981-1295　名取市ゆりが丘4-10-1
022-381-3313 進路就職課

私立 石 巻 専 修 大 学 理工学部・経営学部・人間学部 〒986-8580　石巻市南境新水戸１
0225-22-5019

事務課
就職担当進路支援係

私立 仙 台 大 学 体育学部 〒989-1693　柴田郡柴田町船岡南2-2-18
0224-55-1121 就職課

短期大学

私立 東 北 生 活 文 化 大 学
短 期 大 学 部 生活文化学科 〒981-8585　仙台市泉区虹の丘1-18-2

022-272-7520 学生課就職支援センター

私立 聖 和 学 園 短 期 大 学 保育学科・キャリア開発総合学科 〒981-3213　仙台市泉区南中山5-5-2
022-376-3151 学生課

私立 宮 城 誠 真 短 期 大 学 保育科 〒989-6105　大崎市古川福沼1-27-2
0229-23-3220 総務課

私立 仙台青葉学院短期大学

ビジネスキャリア学科・看護学科・
こども学科

〒984-0022　仙台市若林区五橋3-5-75
022-369-8000 学生総合支援センター

リハビリテーション学科 〒984-0011　仙台市太白区長町4-3-55
022-308-2071 学生総合支援センター

歯科衛生学科・栄養学科・
観光ビジネス学科・現代英語学科

〒980-0021　仙台市青葉区中央4-5-3
022-302-3719 学生総合支援センター

私立 仙 台 赤 門 短 期 大 学 看護学科 〒980-0845　仙台市青葉区荒巻青葉6-41
022-395-7750 就職担当

高等専門学校

国立 仙 台 高 等 専 門 学 校

【広瀬キャンパス】
総合工学科（Ⅰ類）・
情報電子システム工学専攻

〒989-3128
仙台市青葉区愛子中央4-16-1
022-391-5539

学生課学生係

【名取キャンパス】
総合工学科（Ⅱ類・Ⅲ類）・
生産システムデザイン工学専攻

〒981-1239
名取市愛島塩手字野田山48
022-381-0266

学生課学生支援係



参考資料

81

専修学校等の無料職業紹介事業所一覧 （2022年12月現在）

専修学校
設立 学　　　　校　　　　名 郵便番号 所　　在　　地 電話番号
私立 専門学校赤門自動車整備大学校 980-0852 仙台市青葉区川内川前丁61 022-225-5306
私立 赤門鍼灸柔整専門学校 980-0845 仙台市青葉区荒巻字青葉33-1 022-222-8349
私立 専門学校花壇自動車大学校 980-0815 仙台市青葉区花壇8-1 022-222-3838
私立 国際マルチビジネス専門学校 980-0021 仙台市青葉区中央4-8-32 022-222-2328
私立 仙台医療秘書福祉専門学校 983-0852 仙台市宮城野区榴岡4-4-21 022-256-5271
私立 仙台医療福祉専門学校 980-0021 仙台市青葉区中央4-7-20 022-217-8877
私立 仙台大原簿記情報公務員専門学校 980-0021 仙台市青葉区中央4-2-25 022-722-8621
私立 仙台総合ビジネス公務員専門学校 980-0014 仙台市青葉区本町1-15-1 022-221-1113
私立 仙台歯科技工士専門学校 984-0051 仙台市若林区新寺3-13-6 022-293-1822
私立 仙台デザイン専門学校 980-0022 仙台市青葉区五橋1-7-18 022-722-8633
私立 仙台総合ペット専門学校 980-0014 仙台市青葉区本町2-11-20 022-221-1112
私立 仙台保健福祉専門学校 981-3206 仙台市泉区明通2-1-1 022-378-1100
私立 仙台ヘアメイク専門学校 980-0021 仙台市青葉区中央3-4-8 022-722-5780
私立 仙台幼児保育専門学校 980-0801 仙台市青葉区木町通2-3-39 022-717-4550
私立 仙台リゾート＆スポーツ専門学校 983-0852 仙台市宮城野区榴岡5-13-3 022-256-5272
私立 仙台理容美容専門学校 982-0036 仙台市太白区富沢南2-18-1 022-304-2151
私立 仙台YMCA国際ホテル専門学校 980-0822 仙台市青葉区立町9-7 022-222-7645
私立 専門学校デジタルアーツ仙台 980-0014 仙台市青葉区本町2-11-10 022-221-1114
私立 専門学校日本デザイナー芸術学院 984-0051 仙台市若林区新寺3-2-1 022-299-1641
私立 専門学校宮城高等歯科衛生士学院 980-0803 仙台市青葉区国分町1-5-1 022-222-5079
私立 SENDAI中央理容美容専門学校 983-0039 仙台市宮城野区新田東2-11-4 022-231-5678
私立 東京ITプログラミング＆会計専門学校仙台校 980-0021 仙台市青葉区中央1-1-6 022-713-8751
私立 東京法律公務員専門学校仙台校 980-0021 仙台市青葉区中央1-1-6 022-713-8801
私立 東北外語観光専門学校 980-0022 仙台市青葉区五橋2-1-13 022-267-3847
私立 東北歯科技工専門学校 982-0841 仙台市太白区向山4-27-8 022-266-0237
私立 仙台接骨医療専門学校 983-0005 仙台市宮城野区福室3-4-16 022-258-6222
私立 東北電子専門学校 980-0013 仙台市青葉区花京院1-3-1 022-224-6501
私立 東北文化学園専門学校 981-8552 仙台市青葉区国見6-45-16 022-233-7998
私立 仙台工科専門学校 980-0021 仙台市青葉区中央4-7-20 022-217-1180
私立 東日本航空専門学校 989-2421 岩沼市下野郷字菱沼84 0223-23-3344
私立 宮城調理製菓専門学校 981-0917 仙台市青葉区葉山町1-10 022-272-3131
私立 ファッション文化専門学校DOREME 980-0824 仙台市青葉区支倉町1-33 022-222-5221
私立 宮城文化服装専門学校 980-0021 仙台市青葉区中央3-4-8 022-227-1345
私立 東日本医療専門学校 981-1104 仙台市太白区中田4-4-35 022-381-8381
私立 仙台農業テック＆カフェ・パティシエ専門学校 984-0051 仙台市若林区新寺2-1-11 022-292-2155
私立 仙台医健・スポーツ専門学校 984-0051 仙台市若林区新寺2-1-11 022-292-2155
私立 仙台eco動物海洋専門学校 984-0051 仙台市若林区新寺2-1-11 022-292-2155
私立 仙台スクールオブミュージック&ダンス専門学校 984-0051 仙台市若林区新寺2-1-11 022-292-2155
私立 仙台デザイン&テクノロジー専門学校 984-0051 仙台市若林区新寺2-1-11 022-292-2155
私立 東北保健医療専門学校 980-0013 仙台市青葉区花京院1-3-1 022-745-0002
私立 仙台こども専門学校 984-0051 仙台市若林区新寺1-4-16 022-742-5660
私立 専門学校東北動物看護学院 981-3116 仙台市泉区高玉町8-12 022-374-1122
県立 宮城県農業大学校 981-1243 名取市高舘川上字東金剛寺1 022-383-8138
私立 仙台ウェディング＆ブライダル専門学校 983-0863 仙台市宮城野区車町102-5 022-742-5682
私立 仙台スイーツ＆カフェ専門学校 983-0852 仙台市宮城野区榴岡3-8-5 022-742-5680
私立 仙台ビューティーアート専門学校 983-0852 仙台市宮城野区榴岡3-8-25 022-292-3715
私立 キャスウェル ホテル＆ブライダル専門学校 980-0022 仙台市青葉区五橋2-1-13 022-226-7410
私立 気仙沼リアス調理製菓専門学校 988-0017 気仙沼市南町2-2-12 0226-48-5014

高等技術専門校
県立 仙台高等技術専門校 983-0021 仙台市宮城野区田子1-4-1 022-258-1151
県立 石巻高等技術専門校 986-0853 石巻市門脇字青葉西27-1 0225-22-1719
県立 大崎高等技術専門校 989-6134 大崎市古川米倉字上屋敷51 0229-22-1357
県立 気仙沼高等技術専門校 988-0812 気仙沼市大峠山1-174 0226-22-7068
県立 白石高等技術専門校 989-1102 白石市白川津田字新寺前5-1 0224-35-1511

職業能力開発大学校
独法 東北職業能力開発大学校 987-2223 栗原市築館字萩沢土橋26 0228-22-6614



参考資料

82

全国の新卒応援ハローワークのご案内 （2022年12月現在）

名　　　　称 住　　　　所 電　　話 開庁日・時間

北海道 札幌新卒応援ハローワーク 〒060-8526　札幌市中央区北4条西5丁目
大樹生命札幌共同ビル８階・9階 011（233）0222 平　日　 8：45～ 17：15

青森 青森新卒応援ハローワーク 〒030-0803　青森市安方1-1-40
青森県観光物産館アスパム3階 017（774）0220 平　日　 8：30～ 17：15

岩手 盛岡新卒応援ハローワーク 〒020-0024　盛岡市菜園1-12-18
盛岡菜園センタービル1階 019（653）8609 平　日　10：00～ 18：30

宮城 仙台新卒応援ハローワーク 〒980-8485　仙台市青葉区中央1-2-3
仙台マークワン12階 022（726）8055 平　日　10：00～ 18：30

秋田 秋田新卒応援ハローワーク 〒010-1413　秋田市御所野地蔵田3-1-1
秋田テルサ3階 018（889）8448 平　日　 9：00～ 17：15

山形 やまがた新卒応援ハローワーク 〒990-0828　山形市双葉町1-2-3
山形テルサ1階 023（646）7360 平　日　 9：30～ 18：00

土　曜　10：00～ 17：00

福島
福島新卒応援ハローワーク 〒960-8051　福島市曽根田町1-18　

MAXふくしま5階 024（529）7649 平　日　10：00～ 18：30

郡山新卒応援ハローワーク 〒963-8002　郡山市駅前2-11-1
ビッグアイ・モルティ 4階 024（927）4633 平　日　10：00～ 18：30

茨城
水戸新卒応援ハローワーク 〒310-8509　水戸市水府町1573-1

水戸公共職業安定所付属庁舎1階 029（231）6244 平　日　 8：30～ 17：15

土浦新卒応援ハローワーク 〒300-0805　土浦市穴塚1838
ハローワーク土浦内 029（822）5124 平　日　 8：30～ 17：15

栃木 宇都宮新卒応援ハローワーク 〒321-0964　宇都宮市駅前通り1-3-1
KDX宇都宮ビル1階 028（678）8311 平　日　 8：30～ 17：15

群馬 ぐんま新卒応援ハローワーク 〒370-0842　高崎市北双葉町5-17
ハローワークたかさき２階 027（327）8609（33＃） 平　日　 8：30～ 17：15

埼玉
埼玉新卒応援ハローワーク 〒330-0854　さいたま市大宮区桜木町1-9-4

エクセレント大宮ビル6階 048（650）2234 平　日　 8：30～ 17：15

埼玉しごとセンター
新卒コーナー

〒336-0027　さいたま市南区沼影1-10-1
ラムザタワー 3階 048（762）6522 平　日　10：00～ 19：00

千葉

千葉新卒応援ハローワーク 〒260-0028　千葉市中央区新町3-13
日本生命千葉駅前ビル１階 043（307）4888 平　日　10：15～ 19：00

ふなばし新卒応援ハローワーク 〒273-0005　船橋市本町1-3-1
フェイスビル9階 047（426）8474 平　日　 9：00～ 17：00

まつど新卒応援ハローワーク 〒271-0092　松戸市松戸1307-1
松戸ビル3階 047（367）8609（48＃） 平　日　 8：30～ 17：15

東京
東京新卒応援ハローワーク 〒163-0721　新宿区西新宿2-7-1

小田急第一生命ビル21階 03（5339）8609

平　日　10：00～ 18：00
第1・3土曜　10：00～ 17：00
　　　　　　　電話での職業相談・
　　　　　　　紹介のみ

八王子新卒応援ハローワーク 〒192-0083　八王子市旭町10-2
八王子TCビル6階 042（631）9505 平　日　10：00～ 18：00

神奈川
横浜新卒応援ハローワーク 〒220-0004　横浜市西区北幸1-11-15

横浜STビル16階 045（312）9206 平　日　9：30～ 18：00
第1・3土曜　10：00～ 17：00

川崎新卒応援ハローワーク 〒210-0015　川崎市川崎区南町17-2
ハローワーク川崎内 044（244）8609（49＃） 平　日　 8：30～ 17：00

新潟 新潟新卒応援ハローワーク 〒950-0901　新潟市中央区弁天2-2-18
新潟KSビル2階 025（241）8609 平　日　 9：30～ 18：00

富山 富山新卒応援ハローワーク 〒930-0805　富山市湊入船町6-7
サンフォルテ2階 076（444）8305 平　日　 9：00～ 17：15

石川 金沢新卒応援ハローワーク 〒920-0935　金沢市石引4-17-1
石川県本多の森庁舎1階 076（261）9453 平　日　 9：00～ 18：00

福井 福井新卒応援ハローワーク 〒910-8509　福井市開発1-121-1
ハローワーク福井内 0776（52）8170 平　日　 8：30～ 17：15

山梨 甲府新卒応援ハローワーク 〒400-0031　甲府市飯田1-1-20
山梨県JA会館5階 055（221）8609 平　日　 9：30～ 18：00

長野
長野新卒応援ハローワーク 〒380-0835　長野市新田町1485-1

もんぜんぷら座4階 026（228）0989 平　日　 9：00～ 17：30

松本新卒応援ハローワーク 〒390-0815　松本市深志1-4-25
松本フコク生命駅前ビル1階 0263（31）8600 平　日　 8：30～ 17：15
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名　　　　称 住　　　　所 電　　話 開庁日・時間

岐阜 岐阜新卒応援ハローワーク 〒500-8844　岐阜市吉野町6-31
岐阜スカイウィング37東棟2階 058（264）7550 月・火・木・金　10：00～ 18：00

水　10：00～ 19：00

静岡
静岡新卒応援ハローワーク 〒422-8067　静岡市駿河区南町14-1

水の森ビル9階 054（654）3003 平　日　 9：30～ 18：00

浜松新卒応援ハローワーク 〒430-7707　浜松市中区板屋町111-2
浜松アクトタワー 7階 053（540）0008 平　日　 9：30～ 18：00

愛知 愛知新卒応援ハローワーク 〒460-8640　名古屋市中区錦2-14-25
ヤマイチビル９階 052（855）3750 平　日　 8：30～ 17：15

三重 みえ新卒応援ハローワーク 〒514-0009　津市羽所町700
アスト津3階 059（229）9591 平　日　 9：00～ 18：00

滋賀 滋賀新卒応援ハローワーク 〒525-0025　草津市西渋川1-1-14
行岡第一ビル4階　しがジョブパーク内 077（563）0301 平　日　 9：00～ 17：00

京都 京都新卒応援ハローワーク 〒601-8047　京都市南区東九条下殿田町70
京都テルサ西館3階　京都ジョブパーク内 075（280）8614 平　日　 9：00～ 19：00

土　曜　 9：00～ 17：00

大阪 大阪新卒応援ハローワーク 〒530-0017　大阪市北区角田町8-47
阪急グランドビル18階 06（7709）9455 平　日　10：00～ 18：30

土　曜　10：00～ 18：00

兵庫 神戸新卒応援ハローワーク 〒650-0044　神戸市中央区東川崎町1-1-3
神戸クリスタルタワー 12階 078（361）1151 平　日　10：00～ 19：00

奈良 奈良新卒応援ハローワーク 〒630-8113　奈良市法蓮町387番地
奈良第三地方合同庁舎1階ハローワーク奈良内 0742（36）1601

月・水・金　　 8：30～ 17：15
火・木　　　　 8：30～ 18：00
第２・４土曜　10：00～ 17：00

和歌山 わかやま新卒応援ハローワーク 〒640-8033　和歌山市本町1-22
Wajima本町ビル2階 073（421）1220 月・水・木・金・土

9：30～ 18：00

鳥取 鳥取新卒応援ハローワーク 〒680-0845　鳥取市富安2-89
ハローワーク鳥取内 0857（23）2021 平　日　 8：30～ 17：15

島根 松江新卒応援ハローワーク 〒690-0003　松江市朝日町478-18
松江テルサ3階 0852（28）8609 平　日　10：00～ 18：30

岡山 おかやま新卒応援ハローワーク 〒700-0901　岡山市北区本町6-36
第一セントラルビル7階 086（222）2904 平　日　 9：00～ 18：00

広島 広島新卒応援ハローワーク 〒730-0011　広島市中区基町12-8
宝ビル6階 082（224）1120 平　日　 9：30～ 18：00

山口 山口新卒応援ハローワーク 〒754-0001　山口市小郡令和1-1
KDDI維新ホール３階 083（973）8080 平　日　 8：30～ 19：00

土　曜　 8：30～ 17：00

徳島 徳島新卒応援ハローワーク 〒770-0831　徳島市寺島本町西1-61
徳島駅クレメントプラザ5階 088（623）8010 平　日　10：00～ 18：00

香川 高松新卒応援ハローワーク 〒760-0029　高松市丸亀町13-2
しごとプラザ高松内 087（834）8609 月～金・第2・4土曜日

9：30～ 18：00

愛媛 愛媛新卒応援ハローワーク 〒790-0011　松山市千舟町4-4-1
グランディア千舟２階 089（913）7416

月・金　　　　 8：30～ 19：00
火・水・木　　 8：30～ 17：15
第２・４土曜　10：00～ 17：00

高知 高知新卒応援ハローワーク 〒781-8560　高知市大津乙2536-6
ハローワーク高知内 088（878）5342 平　日　 8：30～ 17：15

福岡

福岡新卒応援ハローワーク 〒810-0001　福岡市中央区天神1-4-2
エルガーラオフィス12階 092（714）1556 平　日　10：00～ 18：00

北九州新卒応援ハローワーク（小倉） 〒802-0001　北九州市小倉北区浅野3-8-1
AIMビル2階 093（512）0304 平　日　10：00～ 18：00

北九州新卒応援ハローワーク（八幡） 〒806-8509　北九州市八幡西区岸の浦1-5-10
ハローワーク八幡内 093（622）6690 平　日　 8：30～ 17：15

佐賀 佐賀新卒応援ハローワーク 〒840-0826　佐賀市白山2-2-7
KITAJIMAビル2階 0952（24）2616 平　日　 9：30～ 18：00

長崎 長崎新卒応援ハローワーク 〒852-8108　長崎市川口町13-1
長崎西洋館3階 095（819）9000 平　日　10：00～ 18：30

熊本 くまもと新卒応援ハローワーク 〒862-0950　熊本市中央区水前寺1-4-1
水前寺駅ビル2階 096（385）8240 平　日　 8：30～ 17：15

大分 大分新卒応援ハローワーク 〒870-0029　大分市高砂町2-50
OASISひろば21地下1階 097（533）8600 平　日　 9：30～ 18：00

宮崎 宮崎新卒応援ハローワーク 〒880-2105　宮崎市大塚台西1-1-39
ハローワークプラザ宮崎内 0985（62）4123 平　日　 9：30～ 18：00

鹿児島 鹿児島新卒応援ハローワーク 〒892-0842　鹿児島市東千石町1-38
鹿児島商工会議所ビル（アイムビル）3階 099（224）3433 平　日　 9：30～ 18：00

沖縄 那覇新卒応援ハローワーク 〒900-8601　那覇市おもろまち1-3-25
ハローワーク那覇3階 098（866）8609（45＃） 平　日　 8：30～ 17：15

※全国の新卒応援ハローワークは、「ハローワークインターネットサービス（https://www.hellowork.mhlw.go.jp）」で閲覧できます。
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県内公共職業安定所一覧 （2022年12月現在）

安定所名 所在地 電話番号 管轄区域

仙台
〒983-0852
仙台市宮城野区榴岡4-2-3
仙台MTビル３～５Ｆ

022-299-8811㈹ 仙台市、名取市、岩沼市、
亘理郡

大和出 〒981-3626
黒川郡大和町吉岡南2-3-15 022-345-2350 富谷市、黒川郡

〔大郷町を除く。〕

石巻
〒986-0832
石巻市泉町4-1-18
石巻合同庁舎

0225-95-0158 石巻市、東松島市、牡鹿郡

塩釜
〒985-0016
塩釜市港町1-4-1 
マリンゲート塩釜３F

022-362-3361 塩釜市、多賀城市、
黒川郡のうち大郷町、宮城郡

古川
〒989-6143
大崎市古川中里6-7-10
古川合同庁舎

0229-22-2305 大崎市、加美郡、遠田郡

大河原
〒989-1201
柴田郡大河原町大谷字町向126-4
オーガ（Orga）１Ｆ

0224-53-1042 角田市、柴田郡、伊具郡

白石出 〒989-0229
白石市字銚子ヶ森37-8 0224-25-3107 白石市、刈田郡

築館
〒987-2252
栗原市築館薬師2-2-1
築館合同庁舎

0228-22-2531 栗原市

迫 〒987-0511
登米市迫町佐沼字内町42-10 0220-22-8609 登米市

気仙沼
〒988-0077
気仙沼市古町3-3-8
気仙沼駅前プラザ２階

0226-24-1716 気仙沼市、南三陸町

仙台新卒応援
ハローワーク

〒980-8485
仙台市青葉区中央1-2-3
仙台マークワン12階

022-726-8055 仙台市、名取市、岩沼市、
亘理郡

※仙台市、名取市、岩沼市、亘理郡の事業所における大卒求人等の申込みは、仙台新卒応援ハローワークで受付と
なります。
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